５４
別紙第２

暴力団排除に関する誓約事項

　当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。

　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

　また、官側の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を含む。）。ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一覧表）及び登記簿謄本の写しを提出すること、並びにこれらの提出書類から確認できる範囲での個人情報を警察に提供することについて同意します。

記

１　契約の相手方として不適当な者

(1)　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場

　　合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体であ

る場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力

団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定す

る暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

以下同じ。）であるとき。
(2)　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。
(3)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。
(4)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている

とき。
(5)　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
２　契約の相手方として不適当な行為をする者

(1)　暴力的な要求行為を行う者

(2)　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者

(3)　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者

(4)　偽計又は威力を用いて支担官等の業務を妨害する行為を行う者

(5)　その他前各号に準ずる行為を行う者

上記事項について、入札書（見積書）の提出をもって誓約いたします。

	01
	１定期
	２随時
	
	02
	１新規
	２更新
	
	03
	１組合
	２公益法人
	３個人
	[image: image8.emf]４その他（株式会社等）


※いずれかに○をつける　　　　　　　　　　　　　　　　※いずれかに○をつける　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※いずれか一つに○をつける

	06
	業者コード
	


	07
	適格組合証明
	　　　　年　　月　　日

第　　　　　　　　　号


[image: image9.png]



　

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（物品製造等）

　　　　　　　・　　・　　年度における物品の製造等に係る競争に参加する資格の審査を申請します。　　　

　　　　　なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。
                                                                                                                                          　 印

商号又は名称

申請日　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　　　　　代表者氏名                                                              ［ 代 表 者 印 ］


衆議院庶務部会計課長
　殿


外務省大臣官房会計課長　　　殿
参議院庶務部会計課長
　殿


財務省大臣官房会計課長　　　殿
国立国会図書館総務部会計課長
　殿


文部科学省大臣官房会計課長　　　殿
最高裁判所事務総局経理局長
　殿


厚生労働省大臣官房会計課長　　　殿
会計検査院事務総長官房会計課長
　殿


農林水産省大臣官房経理課長　　　殿
内閣府大臣官房会計課長
　殿


経済産業省大臣官房会計課長　　　殿
復興庁会計担当参事官
　殿


国土交通省大臣官房会計課長　　　殿
総務省大臣官房会計課長
　殿


環境省大臣官房会計課長　　　殿
法務省大臣官房会計課長
　殿　　　 防衛省経理装備局会計課長　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以下受付機関使用欄









　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	04
	受付機関コード
	
	
	
	
	
	
	05
	受付番号
	
	
	
	
	
	
	受付担当者
	

	08
	郵便番号
	


　　　　　　　　　※外国の場合は、000-0000と記入

	09
	フリガナ

住　　所　
	

	
	
	


　　　　　　　　　　　　　 ※フリガナは都道府県、地番、ビル名については省略する。　住所とビル名の間には１文字分あけて記入。　登記事項証明書のとおり記入。

	10
	フリガナ

商号又は

名称　
	

	
	
	



　
　　　　　　　　　　　　　 ※フリガナは「株式会社」等法人の種類のフリガナは省略。　商号又は名称は「㈱」のように略させず「株式会社」と記入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登記事項証明書のとおり記入し、「株式会社」等の法人格名称の前後には空白をいれず文字を詰める。
	11
	代表者


	（役職）
	

	
	

	
	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	

	
	
	（氏名）
	




　　　　　　　　　　※役職名については原則、登記事項証明書のとおり記入。　代表者名の姓と名の間に１文字分あけて記入

	12
	担当者　
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	

	
	
	（氏名）
	




　　　　　　　　　　※姓と名の間に１文字分あける
	13
	電話番号
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※（市外局番－局番－番号）

	14
	FAX番号
	






　　　　　　　　　　　　　　※（市外局番－局番－番号）
	15
	主たる事業の種類（複数選択不可）

	１．物品の製造
	２．物品の販売
	３．役務の提供等
	４．物品の買受け

	a. ゴム製品 　b. その他
	c. 卸売　 d. 小売
	e. ｿﾌﾄｳｪｱ業又は情報処理ｻｰﾋﾞｽ業　 f. 旅館業　g. ｻｰﾋﾞｽ業　 h. その他
	e. 立木　 j. その他


※ａ～jの内、必ず１つを○で囲むこと。　複数の事業がある場合、主たる事業を１つ選択。　希望する資格の種類と同一でなくても問題ありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以下受付機関使用欄

　　　　　　　





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　
	04
	受付機関コード
	
	
	
	
	
	
	05
	受付番号
	
	
	
	
	
	
	受付担当者
	


	16
	競争参加を希望する地域等
	

	（複数選択可能）
	
	

	地域（○をつける）
	営業所名称
	〒
	所在地
	電話番号・ＦＡＸ番号

	　
	北海道
	　
	　
	　
	TEL
　:

	
	
	
	　
	
	

	
	
	
	
	
	FAX
　:

	
	
	
	　
	
	

	　
	東北
	　
	　
	　
	TEL
　:

	
	
	
	　
	
	

	
	
	
	
	
	FAX
　:

	
	
	
	　
	
	

	　
	関東

甲信越
	　
	　
	　
	TEL
　:

	
	
	
	　
	
	

	
	
	
	
	
	FAX
　:

	
	
	
	
	
	

	　
	東海

北陸
	　
	　
	　
	TEL
　:

	
	
	
	　
	
	

	
	
	
	
	
	FAX
　:

	
	
	
	　
	
	

	　
	近畿
	　
	　
	　
	TEL

　:

	
	
	
	　
	
	

	
	
	
	
	
	FAX

　:

	
	
	
	　
	
	

	　
	中国
	　
	　
	　
	TEL

　:

	
	
	
	　
	
	

	
	
	
	
	
	FAX

　:

	
	
	
	　
	
	

	　
	四国
	　
	　
	　
	TEL

　:

	
	
	
	　
	
	

	
	
	
	
	
	FAX

　:

	
	
	
	　
	
	

	　
	九州　沖縄
	　
	　
	　
	TEL

　:

	
	
	
	　
	
	

	
	
	
	
	
	FAX

　:

	
	
	
	　
	
	

	
	
	※営業所ではなく本社が選択する地域地域を担当する場合、本社名称(会社名)を省略せず記入
	
	
	
	
	
	※本社住所（登記事項証明書の住所）が現住所と異なる場合で、上記に本社が含まれる場合は、現住所

　を記入
	※(市外局番ー局番ー番号)


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以下受付機関使用欄

　　　　　　　





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

	04
	受付機関コード
	
	
	
	
	
	
	05
	受付番号
	
	
	
	
	
	
	受付担当者
	


	17


	資格の　種類
	　
	物品の製造
	
	資格の　種類
	　
	物品の販売
	
	資格の　種類
	　
	役務の提供等

	営業品目
	　
	101
	衣服・その他繊維製品類
	
	営業品目
	　
	201
	衣服・その他繊維製品類
	
	営業品目
	　
	301
	広告・宣伝

	
	　
	102
	ゴム・皮革・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品類
	
	
	　
	202
	ゴム・皮革・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品類
	
	
	　
	302
	写真・製図

	
	　
	103
	窯業・土石製品類
	
	
	　
	203
	窯業・土石製品類
	
	
	　
	303
	調査・研究

	
	　
	104
	非鉄金属・金属製品類
	
	
	　
	204
	非鉄金属・金属製品類
	
	
	　
	304
	情報処理

	
	　
	105
	フォーム印刷
	
	
	　
	205
	フォーム印刷
	
	
	　
	305
	翻訳・通訳・速記

	
	　
	106
	その他印刷類
	
	
	　
	206
	その他印刷類
	
	
	　
	306
	ソフトウェア開発

	
	　
	107
	図書類
	
	
	　
	207
	図書類
	
	
	　
	307
	会場等の借り上げ

	
	　
	108
	電子出版物類
	
	
	　
	208
	電子出版物類
	
	
	　
	308
	賃貸借

	
	　
	109
	紙・紙加工品類
	
	
	　
	209
	紙・紙加工品類
	
	
	　
	309
	建物管理等各種保守管理

	
	　
	110
	車両類
	
	
	　
	210
	車両類
	
	
	　
	310
	運送

	
	　
	111
	その他輸送・搬送機械器具類
	
	
	　
	211
	その他輸送・搬送機械器具類
	
	
	　
	311
	車両整備

	
	　
	112
	船舶類
	
	
	　
	212
	船舶類
	
	
	　
	312
	船舶整備

	
	　
	113
	燃料類
	
	
	　
	213
	燃料類
	
	
	　
	313
	電子出版

	
	　
	114
	家具・什器類
	
	
	　
	214
	家具・什器類
	
	
	　
	314
	防衛用装備品類の整備

	
	　
	115
	一般・産業用機器類
	
	
	　
	215
	一般・産業用機器類
	
	
	　
	315
	その他

	
	　
	116
	電気・通信用機器類
	
	
	　
	216
	電気・通信用機器類
	
	
	
	
	

	
	　
	117
	電子計算機類
	
	
	　
	217
	電子計算機類
	
	
	
	
	

	
	　
	118
	精密機器類
	
	
	　
	218
	精密機器類
	
	資格の　種類
	　
	物品の買受け

	
	　
	119
	医療用機器類
	
	
	　
	219
	医療用機器類
	
	
	
	

	
	　
	120
	事務用機器類
	
	
	　
	220
	事務用機器類
	
	
	
	

	
	　
	121
	その他機器類
	
	
	　
	221
	その他機器類
	
	営業品目
	　
	401
	立木竹

	
	　
	122
	医薬品・医療用品類
	
	
	　
	222
	医薬品・医療用品類
	
	
	　
	402
	その他

	
	　
	123
	事務用品類
	
	
	　
	223
	事務用品類
	
	
	
	
	

	
	　
	124
	土木・建設・建築材料
	
	
	　
	224
	土木・建設・建築材料
	
	
	
	
	

	
	　
	127
	警察用装備品類
	
	
	　
	227
	警察用装備品類
	
	
	
	
	

	
	　
	128
	防衛用装備品類
	
	
	　
	228
	防衛用装備品類
	
	
	
	
	

	
	　
	129
	その他
	
	
	　
	229
	その他
	
	
	
	
	


　　                                                       以下受付機関使用欄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           　　　　　　　　　　　　
	04
	受付機関コード
	
	
	
	
	
	
	05
	受付番号
	
	
	
	
	
	
	受付担当者
	



	18
	製造・販売等実績

	①直前々年度分決算(千円)
	②直前年度分決算（千円）
	③前２ヵ年間の平均実績高　　　　　　　　（千円）

	　　　年　　　月から

　　　年　　　月まで
	年　　　月から

　　　年　　　月まで
	年　　　月から

　　　年　　　月まで
	年　　　月から

　　　年　　　月まで
	

	
	
	
	
	


※決算が年一回の場合は、上記①、②のそれぞれ右側の欄に記入。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※少数点以下は四捨五入して記入
　　　　　　　　　　設立直後の組織・団体で決算がない場合、上記①と②に「0」を記入。決算がある場合、上記②と③に売上金額を記入。　　　 　　　　　　　　　計上金額がない場合、「0」を記入

	19
	自己資本額

	区　　　分
	直前決算時

(1)   　(千円)
	剰余(欠損)金処分額

(2)　　　(千円)
	決算誤の増減額

(3) 　　(千円)
	合　　　計

(千円)

	1 払込資本金

（うち外国資本）
	
	
	
	

	②準備金・積立金
	
	
	
	

	③次期繰越利益（欠損）金
	
	
	
	

	④　　　　計
	
	
	
	


	20
	外資状況（※外資：払込資本金額に含まれる外国資本がおおむね５０％を越える場合を指す）

	外資なし（空欄に○）
	１．外国籍会社
	２．日本国籍会社
	３．日本国籍会社

	
	［国名：　　　　　　　　　］
	［国名：　　　　　　　　　］

（比率：１００％）
	［国名：　　　　　　　　　］

（比率：　　　％）
	［国名：　　　　　　　　　］

（比率：　　　％）


	23
	常勤職員の人数

	
	
	(人)


	21
	経営状況

	流動比率
	流動資産（　　　　　　　　　　千円）
	×100 ＝
	
	(％)

	
	流動負債（　　　　　　　　　　千円）
	
	
	


	22
	営業年数

	
	(年)


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	24
	設備の額（上記１７で「物品の製造」を選択した場合のみ記入）

	①　機械装置類（千円）
	②　運搬具類（千円）
	③　工具その他（千円）
	④　合　　　計（千円）

	
	
	
	


	25
	主要設備の規模（上記１７で「物品の製造」を選択した場合のみ記入）

	


　　　　




        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以下受付機関使用欄








　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	04
	受付機関コード
	
	
	
	
	
	
	05
	受付番号
	
	
	
	
	
	
	受付担当者
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競争参加資格審査申請書変更届（物品製造等）・審査結果通知再発行届


	業者コード
	

	資格審査結果通知書の

交付年月日
	　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

	住所

商号又は名称

代表者名
	〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  印

［代表者印］

	担当者名(フリガナ)
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※姓と名の間は１文字分あける

	担当者名(漢字)
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※姓と名の間は１文字分あける

	担当者連絡先
	TEL：
	FAX：


申請日　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
衆議院庶務部会計課長 　殿
　　外務省大臣官房会計課長 　殿

参議院庶務部会計課長 　殿
　　財務省大臣官房会計課長 　殿
国立国会図書館総務部会計課長 　殿
　　文部科学省大臣官房会計課長 　殿
最高裁判所事務総局経理局長 　殿
　　厚生労働省大臣官房会計課長 　殿
会計検査院事務総長官房会計課長 　殿
　　農林水産省大臣官房経理課長 　殿
内閣府大臣官房会計課長 　殿
　　経済産業省大臣官房会計課長 　殿
復興庁会計担当参事官 　殿
　　国土交通省大臣官房会計課長 　殿
総務省大臣官房会計課長 　殿
　　環境省大臣官房会計課長 　殿
法務省大臣官房会計課長 　殿　　　防衛省経理装備局会計課長 　殿
右記申請者情報項目を記入し、代表者印を押印の上、

変更申請の方→１を、再発行申請の方→２を記入してください

１．　変更申請（該当する項目に○を記入。複数ある場合はそれぞれの項目に○）
	
	①住所の変更
	
	
	②商号又は名称の変更
	
	
	③代表者の変更
	
	
	変更
	④競争参加を希望する地域、営業所

（その地域を担当する、営業所名・〒・住所・

電話・ＦＡＸを必ず記入すること）
	
	
	変更
	⑤希望する資格の種類および営業品目※
	
	
	⑥資格の取消

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	追加
	
	
	
	追加
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	削除
	
	
	
	削除
	
	
	
	


　

	変更前（追加の場合は「追加」、削除の場合は「削除」と記入）
	変更後（追加又は削除の場合は、追加項目・削除項目のみ記入）
	変更年月日

	上記①～③の変更前の内容を記入して下さい。

上記④、⑤の変更種類を「変更」「追加」「削除」のいずれかで記入して下さい。

上記⑥については記入不要です。
	「①住所」を変更する場合、郵便番号、住所フリガナ、TEL、FAXを付すること。

「②商号又は名称」及び「③代表者」を変更する場合にはフリガナを付すること。

「④競争参加を希望する地域」及び「⑤希望する資格の種類」を変更する場合等で別紙を添付する場合は、「別紙参照」と記入してください。

「⑥資格の取消」の場合、資格を取り消す理由を記入して下さい。(例:合併による消滅会社のため、廃業のため　等)
	①から③の変更の場合、登記簿に記載のある移転日、変更日、就任日を記入。④から⑥の場合、申請日を記入。


· 　⑤において、「物品の製造」を新たに追加する場合のみ、下記項目を記入

	機械装置類
	
	（千円）
	運搬具類
	
	（千円）
	工具その他
	
	（千円）
	合計
	
	（千円）


添付書類（添付した書類に○を記入）

	
	資格審査結果通知書（写）　　※必須書類

	
	【法人のみ】　登記事項証明書（写）　※①、②、③のいずれかを変更する場合必要な書類

	
	【個人のみ】　変更項目のわかる書類（写）　※①、②、③のいずれかを変更する場合必要な書類

	
	直近の財務諸表（写）　　※⑤において、「物品の製造」を新たに追加した場合必要な書類　


２．資格審査結果通知書再発行申請（該当する項目に○を記入）
	
	亡失により再発行を申請します

	
	通知書不着により再発行を申請します


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以下受付機関使用欄







　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	受付機関コード
	
	
	
	
	
	
	受付番号
	
	
	
	
	
	
	受付担当者
	



別紙様式第２－２
委　　任　　状
                                                     　　    年    月    日
陸上自衛隊補給本部長　
（調達会計部長気付）          

                                  住　　所
                                  会社名
                                 委任者名            　　　　         
  今般、受任者を代理人と定め、下記権限を委任します。
  なお、委任解約した場合には連署の上、届け出ます。

                                       記

１　委任期間

   年   月   日から　　   年   月   日（出納整理期間を含む。）

２　委任内容

 (1)　入札書提出の件

 (2)　見積書提出の件
(3)　契約締結の件 
(4)　物品納入の件
(5)　代金請求の件
(6)　代金受領の件
(7)　復代理人選任の件
(8)　その他上記委任事項に関する一切の件

　ただし、契約保証金及び前金払い等の担保としての連帯保証の件は除く。
                   上記権限について受任します。

住所
会社名
受任者名     　　　　                
（注）　委任事項中不要の箇所は抹消すること。


別紙様式第２－３

	契　約　一　覧　表

	
	
	
	
	
	
	

	（○○○部）
	
	
	
	
	

	Ｎｏ．
	調達要求番号
	契約番号
	契約件名
	契約日
	納期
	備考

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　



別紙様式第２－４
銀　行　振　込　依　頼　書

　　年　　月　　日

資金前渡官吏

陸上自衛隊補給本部

調達会計部長　　　　　　　　　殿

住　所

会社名

代表者　　　　　　　　　　　　　　　

補給本部との契約に関する代金の支払に際しましては、下記による、銀行口座に振り込まれるよう依頼いたします。

記

1． 振込先金融機関名（支店・営業部まで記入）

銀行

店
金庫

2． 預金種別（該当する種別を○で囲ってください）

普　通　・　当　座

3． 口座番号

ＮＯ．　　　　　　　　　　　　　　　　　

4． 振込先口座名義（すべてカタカナで記入）

5． 振込先口座名義住所

6． その他（旧社名・旧銀行名・変更年月日　等）

7． 電話番号・担当者名
別紙様式第２－５－２
競 争 参 加 資 格 等 に 関 す る 届 出 書

                                                        　　　　年　　月　　日

  陸上自衛隊補給本部
  調達会計部長              殿

                                    住　　所
                                    会社名
                                    代表者名                              
担当者名
連絡先（電話番号）
記

競争参加資格等の登録について、

    １  新規に、届け出をします。

    ２  内容は変更せずに、更新の届け出をします。

    ３  内容に変更が生じたので、下記のとおり変更の届け出をします。

    (1)  変更内容
       ア  変更前
       イ  変更後
    (2)  変更年月日　　　　　　　　　　　  
  関係書類
    １  契約一覧表
    ２  資格審査結果通知書
    ３  委任状
    ４  現在事項全部証明書
    ５  銀行振込依頼書
    ６  コンプライアンス要求事項確認書
  ※該当する番号に○を付けてくだい。また、関係する書類の添付をお願いします。

         （受付処理用） 受付番号 　　　　  後日添付書類番号  　　　　　　　　 
別紙様式第２－７
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別紙様式第３－１
保　管　金　受　領　書
第　　　　号
	  金　　　額
	 ￥
	


  保管に事由
            　　 　　年　　月　　日  入札
  調達要求番号                                  入札
  契約実施計画番号                                の      保証金として
                                                     　 契約
上記金額を領収しました。
              　　　　年　　月　　日
                                     　陸上自衛隊補給本部
                                       歳入歳出外現金出納官吏
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調達会計部長
                        　    殿
     上記の金額の払渡しを請求する。
               　　　 年　　月　　日
                                     住所
                                     氏名
                           担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）                             　　
  陸上自衛隊補給本部
  歳入歳出外現金出納官吏
  調達会計部長                 殿

     上記の金額を領収しました。
               　 　　年　　月　　日
                                     住所
                              氏名  
                              担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）                     　　　　　
  陸上自衛隊補給本部
  歳入歳出外現金出納官吏
  調達会計部長           　　　殿      　　            支払
                                                        　　　　年　　月　　日
別紙様式第３－２
保　管　金　提　出　書
第　　　　　　号
	金　　　　　　額
	 ￥
	


提出事由
調達要求番号
契約実施計画番号
品　　　　　　名
入　札・落札年月日    　　     　　　　年　　月　　日
入札場所
契約金額
                          　　 入札
                 上記金額を　　　　保証金として提出します。
                          　　 契約
                 内　　訳　 現　 金                        円也
                            　小切手                        円也
           　　　　年　　月　　日
                              住　所
                        氏　名                                   　　　
　　　　　　　　　　　　　 担当者名
　　　　　　　　　　　　　 連絡先（電話番号）

陸上自衛隊補給本部
歳入歳出外現金出納官吏
調達会計部長                  殿
                                                 受　　　入
                                                 　　　年　月　日
別紙様式第３－３
保　険　証　券　提　出　書
  第　　　　　　号
	  金　　　　　　額
	   ￥
	


  提出事由
  調達要求番号
  契約実施計画番号
  品　　　　　　名
  入札・落札年月日       　　　　年　　月　　日
  入札場所
  契約金額        ￥
               上記の入札・契約保証保険証券を提出します。
                               内　　　　　訳
　保険証券
    （１）　保険会社名
    （２）　期　　　間
                    自     　　　　年　　月　　日
                    至     　　　　年　　月　　日
                                    　　　　年　　月　　日
                                    住　　所
                             氏　　名
                          担当者名
　　　　　　　　　　　　　　 連絡先（電話番号）                             　
  陸上自衛隊補給本部
  有価証券取扱主任官 　殿
                                               受　入
                                                  　　年　　月　　日
別紙様式第３－４
保　険　証　券　受　領　証　書
第　　　　　　号
	保険証券金額
	 ￥
	


保険証券及番号
保険会社
調達要求番号
契約実施計画番号
品　　　　　　名
期　　　　　　間

 自 　　　　年　　月　 日

至 　　　　年　　月　　日
上記の保険証券を入札・契約保証金として受領しました。
          なお、保証債務消滅後は官側において消滅手続をとりますので、御了承くだ
　　　  さい。
                              　　年　　月　　日
                                            陸上自衛隊補給本部
                                            有価証券取扱主任官
                     殿

別紙様式第３－５
小　切　手　交　付　願
今般弊社（店）社員　　　　　　　　　　を、下記小切手受領のために
差出しますから交付方お願い致します。
記
契約年月日　　　　　　　年　　月　　日
契約番号　　　第　　　　号
品　　　名
数　　　量
請求金額　　　￥　　　　　　　　　　　
防衛省陸上自衛隊
補給本部
歳入歳出外現金出納官吏
　　　　　　　　　　　　　殿
　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社　　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
連絡先（電話番号）

別紙様式第３－６
入　　　　札　　　　書
見　　　　積　　　　書
	 調 達 要 求 番 号
	
	契約実施計画番号
	


金額￥　　　　　　　　　　　　
	品　　　　名
	規　　　格
	単位
	数　量
	単　　価
	金　　　額

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	 納 　入 　場 　所
	
	 納期
	

	 入札（契約）保証金
	  免　　　除
	入札（見積）書有効期間
	


   上記の公告又は通知に対して「入札及び契約心得」及び「補給本部標準契約書等」　の契約条項等を承諾のうえ入札見積りいたします。

　　　　また、当社（私（個人の場合）、当団体（団体の場合））は「入札及び契約心得」に示された暴

力団排除に関する誓約事項について誓約いたします。
       　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　       　　　  殿

   住　所 
                                 会社名
                                   代表者名
　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）                                

別紙様式第３－７
                                                 　   　　年　　月　　日
同 等 品 判 定 依 頼 書
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　　　　　　殿
                                         住　　　所
                                         会　社　名
                                         代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）
　下記の応札（見積）予定物品が調達要求物品と同等であるかを判定願います。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
	調達要求番号
	品 　名
	仕様書 カタログ品名
	同等品製品名

	
	
	
	


添付書類等：
　　　　　（カタログ等諸元が判断可能なもの）

　　年　　月　　日

（会　社　名）

（代表者氏名）　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分任支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　陸上自衛隊補給本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調達会計部長

同　等　品　判　定　結　果　通　知　書

上記応札（見積）予定物品について、次のとおり判定する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　承認する｡

判　定：同等品として

　　　　　　　　　　　　　　　　　　承認しない。


別紙様式第３－８
　　契　約　辞　退　申　立　書

                                                    　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
 陸上自衛隊補給本部
 調達会計部長           殿
住所
会社名
代表者名
担当者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）

　　下記契約について辞退いたします。
記
	入札年月日
	

	調達要求番号
	

	品名
	

	入札金額
	

	申立理由
	

	備考
	


　

　上記申立を承認する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　承認番号　　　　　　号

　　ただし、有償（無償）とする。　　　　  　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分任支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　陸上自衛隊補給本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調達会計部長


別紙様式第３－９
[image: image3.emf] 

                     公   募   契   約   希   望   申   請   書  

   年     月     日  

分任支出負担行為担当官  

陸上自衛隊 補給本部  

  調達会計部長          殿  

所在 地  

会社 名  

代表者名  

   当社は、 補給本部公 示第     号（      年    月    日）の下記の登録番号の品目に関し、  

   なお、公示内容を承諾し、遵守事項等に違反しないことを誓約いたします。  

      記  

（        ）  

Ｎ   Ｏ   登録番号   Ｎ   Ｏ   登録番号   Ｎ   Ｏ   登録番号   Ｎ   Ｏ   登録番号      備     考  

       １   競争参加資格審査結果通知書（写し）  

       ２   納入実績一覧表  

       ３   設備及び体制等を証明する書類（組織図、安全体制等）  

       ４   法令等の規定に基づく許認可等の取得状況（写し）  

       ５   秘密等を取り扱う場合は、保全体制を証する書類等  

      ６   下請業者に業務を委託する場合は、下請（予定）企業一覧表   ＊   添付する書類のみを記述する（ただし、本用紙をそのまま使用する場合には、添付   しない書類については取消 線を引くものとする。）。  

       

      添付書類  

   関係資料を添えて、応募します。  

連絡先（電話番号）  

担当者名  



別紙様式第３－１０

[image: image4]

別紙様式第３－１１
随意契約への新規参入申込書

　年　　　月　　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　　　　　　殿

所 在 地
会 社 名

代表者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）
　　当社は、補給本部調達会計部が行う随意契約への新規参入の申込みについて

（補給本部公示第　　号。　　　年　月　日）の対象契約一覧表掲載番号 　　 　　の

品目に関し、新規参入の申込みに必要となる要件を満たしているので、証明する書類を添え

て応募いたします。
添付書類：

　※　要件を満たすことを証明するために添付する書類の名称を記載する。

	調達要求番号
	
	契約番号
	


契　　　　約　　　　書
　 分任支出負担行為担当官　陸上自衛隊補給本部　調達会計部長
　　　　　を甲とし　　　　　　　を乙として、下記について、補給本部標準
契約書等契約条項（第　　号）・特約条項（第　号）を適用して契約を締結する。
　　　契約金額　￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち消費税額￥　　　　　　　　）

	契

約

内

容
	品名（件名）
	規　格
	単位
	数量
	単　価
	金　　　額

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	契約保証金
	
	修理品引渡場所
	

	
	納入場所
	
	官給品引渡場所
	

	
	納        期
	
	修理品引渡期限
	

	
	代金支払回数
	　　　　　　　　　　
	官給品引渡期限
	

	
	
	
	仕様書番号
	

	
	標準外作業見積
（実際価格計算書）
の提出期限
	

	


　                     　　　　年　　月　　日

　　　　　　                              　 分任支出負担行為担当官
　　　                              甲　　　陸上自衛隊補給本部
　　　　　　　　                          　　 調達会計部長　　       　　 　　   印
　　　　　　                                住所
　　　                              乙　 　会社名
　　　　　                                 代表者　             　 　       印


	調達要求番号
	
	契約番号
	


単　　価　　契　　　　約　　　　書
　 分任支出負担行為担当官　陸上自衛隊補給本部　調達会計部長
　　　　　を甲とし　　　　　　　を乙として、下記について、補給本部標準
契約書等契約一般条項（第　　号）・特約条項（第　号）を適用して単価契約を締結する。
	契

約

内

容
	品名（件名）
	規　格
	単位
	予定数量
	契約単価

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	契約期間
	自　　　　　年　　月　　日　　　　　至　　　　　　年　　月　　日

	
	契約保証金
	
	納入場所
	

	
	代金支払回数
	
	納　　　　　 期
	


　                     　　　　年　　月　　日

　　　　　　                              　 分任支出負担行為担当官
　　　                              甲　　　陸上自衛隊補給本部
　　　　　　　　                          　　 調達会計部長　　       　　 　　  印　
　　　　　　                                住所
　　　                              乙　 　会社名
　　　　　                                 代表者　             　 　       印
　　　

	調達要求番号
	
	契約番号
	


契　　　　約　　　　書
分任支出負担行為担当官　陸上自衛隊補給本部　調達会計部長
　　　　　を甲とし　　　　　　　を乙として、下記について、補給本部標準
契約書等契約条項（第　　号）・特約条項（第　号）を適用して契約を締結する。
　　　契約金額　￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち消費税額￥　　　　　　　　）

	契
約
内
容
	品名（件名）
	

	
	１　役務名
	

	
	２　派遣期間
	

	
	３　派遣場所
	

	
	４　仕様書番号
	


	
	５　契約期間
	

	
	６　代金支払回数
	

	
	７　実際価格計算書の提出期限
	

	
	８　契約保証金
	

	

	


　                     　　　　　年　　月　　日

　　　　　　                              　 分任支出負担行為担当官
　　　                              甲　　　陸上自衛隊補給本部
　　　　　　　　                          　　 調達会計部長　　       　　 　　  印　
　　　　　　                                住所
　　　                              乙　 　会社名
　　　　　                                 代表者　             　 　       印


	調達要求番号
	
	契約番号
	


不用物品売払契約書
　契約担当官　陸上自衛隊補給本部　調達会計部長　　　　　　　　を甲とし　　　を乙として、下記について、補給本部標準契約書等不用物品売払契約条項（第　　号）・特約条項（第　号）を適用して、不用物品売払契約を締結する。

　　　契約金額　￥　　　　　　　　　　　　　　　　（うち消費税額及び地方消費税額　　　　円・消費税率１０％）
	契

約

内

容
	品名（件名）
	規　格
	単位
	数量
	単価
	金　　　額

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	契約保証金
	

	
	代金納付期限
	

	
	引渡場所
	

	
	引渡期限
	

	
	その他
	


　                     　　　　年　　月　　日

　　　　　　                              　 契約担当官
　　　                              甲　　　陸上自衛隊補給本部
　　　　　　　　                          　　 調達会計部長　　       　　 　　  印　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（整理番号T８００００１２０５０００１）（※）
　　　　　　                                住所
　　　                              乙　 　会社名
　　　　　                                 代表者　             　 　       印

※一般会計の場合の整理番号

別紙様式第４－５
保　証　状　受　領　書
第　　　　号　
支払保証金　
保管の事由　　　　　　年　　月　　日調達要求番号及び品名による
保証銀行並びに住所　
主たる債務者住所氏名　
保証年月日　　　　　　年　　月　　日
上記の保証状を契約保証金の代納担保として受領しました。
　　年　　月　　日
防衛省陸上自衛隊補給本部
政府保管有価証券取扱主任官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
上記保証状の払戻を請求します。
　　年　　月　　日
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　
防衛省陸上自衛隊補給本部
政府保管有価証券取扱主任官
　　　　　　　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
上記保証状を受領しました。
　　年　　月　　日
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　
防衛省陸上自衛隊補給本部
政府保管有価証券取扱主任官
　　　　　　　　　　　　　　殿


別紙様式第４－６
　　　　　　保管金振込書                    　　　　　　 保管金領収証書
	
	                          第　　号
	
	                   　　　第　　　号
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	保管金
	
	
	
	保管金
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	金額
	
	
	
	
	金額
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 上記の金額を
 の保管金として振込みました。
	
	 上記の金額を領収しました。
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	 　　　　年　　月　　日
       住所
 振込人
       氏名                   　　
   日本銀行池袋代理店　御中
	
	  　　　　年　　月　　日
             日本銀行池袋代理店
 陸上自衛隊補給本部
 歳入歳出外現金出納官吏
 調達会計部長                   殿
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


                                                         Ａ列：６番
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙様式第４－７
	契約保証金支払に関する連帯保証状
	 収入印紙


                                                 　　　　　　　　　（以下「甲」という。）
と                                                        （以下「乙」という。）  との間に

おける下記第１号に掲げる契約の締結に当たり、乙が甲に納付すべき契約保証金    円

に代え、この保証状を差し入れし、万一契約不履行の場合においては、乙及び保証人が連帯して契約保証金納付の責に任ずることを確約いたします。
記
１　契約の主たる内容
	
	調達要求番号
	

	
	契約実施計画番号
	

	
	契約代価
	

	
	納入品名
	

	
	納入数量
	

	
	納入先部隊名
	

	
	納　　　　　　期
	


２　保証の限度　金額金　　　　　　　　　　　　　　　円　
３　保証期間　　契約の履行が完了する日まで。
４　支払期限　　甲が保証人に対し納入告知書をもってこの連帯保証債務の履行を請求した日（請求を発した日）から当該納入告知書に指定された期限。
５　支払場所     甲が前号の告知書に指定する日本銀行の本店、支店若しくは代理店又は収入官吏
６　その他　　 この連帯保証状を甲に提出した後において、この保証に係る第１号の契約が変更された場合においても保証人はこれをもって甲に対し、保証債務の履行に関し一切異議を申し立てることができない。
      　　年　　月　　日
                          主たる債務者（乙）




                          連帯保証人





　　
　　　　　　　　　　　　　　　 担当者名
　　　　　　　　　　　  連絡先（電話番号）

陸上自衛隊補給本部
 調達会計部長              殿
別紙様式第４－８

保証事項に関する届出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　年　　月　　日
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　銀行名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）                              
　　当行の保証事項については下記のとおり定めたのでお届けします。
記
１　連帯保証人
        住所　　　　　　　銀行名         　　役職氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
２　保証の種類
(1)　契約保証金に変わる担保としての連帯保証
(2)　前金払等の担保としての連帯保証
添付書類
    履歴事項全部証明書
    印鑑証明書
注：　１　保証の書類中、不要箇所は抹消すること。
２　連帯保証人が代表権者でない場合は別紙様式の委任状を添付してください。
別紙様式第４－９
                                          　　年　　月　　日
部分払適用申請書
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　　　　　　殿
                              住　　　所
                              会　社　名
                              代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　 担当者氏名
　　　　　　　　　　　　　　 連絡先（電話番号）

　標記について、下記のとおり申請します。
記
１　契約実施計画番号：
２　品　　　　　　名：
３　契　約　納　期：
４　理　　　　　　由：
５　支　払　回　数：
６　納品及び請求予定：
別紙様式第５－１
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
住　　所
会社
代表者名
担当者名
連絡先（電話番号）





　　　　　　　　　　　
（製造・役務・売買）納入計画書の提出について
下記契約に関する（製造・役務・売買）納入計画書を別紙のとおり提出します。
                                     記
１　調達要求番号
２　契約実施計画番号
３　品　　　　　　名
４　数　　　　　　量
５　認証番号
６　認証年月日
７　契約金額及び単価
８　納入期日
９　納入場所
   備考   （　　）書の不要の文字は抹消して提出する
別紙

（製造・役務・売買）納入計画書
	月　　　日
	
	
	備　　　　　　考

	工　程　名
	
	
	

	設　　計
	
	
	

	承認用図面
	
	
	

	材料入手
	
	
	

	購入部品
	
	
	

	下請加工
	
	
	

	社内加工
	
	
	

	組　　　　立
	
	
	

	社内検査
	
	
	

	官　　　　検
	
	
	

	出　　　　荷
	
	
	

	納　　　　入
	
	
	


  ２　購入部品明細                                                             
	 品　　名
	　購入先名
	　住　　所
	　発注年月日
	 入手年月日
	　備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　３　予定下請負明細                                                           
	
	下請負品名
	下請負者名
	　住　　所
	　発注年月日
	 入手年月日
	　備　　考
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


　４　社内加工明細                                                             
	 　工　程　名
	 部　品　名
	 着手年月日
	　終了年月日
	 　備　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


  ５　材料明細                                                                 
	 品　　名
	　購入先名
	　住　　所
	　発注年月日
	 入手年月日
	　備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　６　受検場                                                                 
備　考　
　　　１　（　　）書きの中の不要の文字は抹消する                               
２　２，３，４，５については主要なものを記入すること。                  
３　売買納入計画書の場合には、６についてのみ記入する。                 
４　５について手持ち材料による場合には、手と記入する
５　５について一般商社から材料を購入する場合には、備考欄に製作者名を記　　　　　　入する。                                                             
６  ２部提出                                                          
別紙様式第５－２

   年   月   日
短期債権譲渡承認申請書

　分任支出負担行為担当官
  陸上自衛隊補給本部
　調達会計部長　　　　　　　殿

　　　　　    　　　　　　                  住  所
          　　　　　　　　　　　　　　　　  会社名    乙（譲渡人）
                    　　　　　              代表者             　　　　　   

担当者
連絡先（電話番号）
  △△△株式会社（以下「乙」という。）と□□□株式会社（以下「丙」という。）との間において、「債権譲渡承認書」による分任支出負担行為担当官（以下「甲」という。）の承認がなされること及び下記の○○○契約条項第○○条によって作成される受領書を乙が受領することをその契約の効力発生の条件とする　　年　月　日付○○債権譲渡基本契約（以下「債権譲渡基本契約」という。）に基づき、乙は、○○○契約に基づく代金債権（以下「譲渡対象債権」という。）を丙に譲渡することとしたいので、○○○契約条項第○条第○項第○号により承認を得たく申請します。
　譲渡対象債権の丙への支払については、従前どおり○○○契約条項第○条第○項により、契約物品の全体の完成、納入及びその確認を条件としてなされるものとします。
  また、同契約条項による代金の請求は、債権譲渡基本契約により乙が丙の代理人として請求及び受領させていただくものとします。ただし、債権譲渡基本契約に定める一定の事由が発生した場合には、乙の丙に対する権限は失われますので、その旨、丙より甲に対し通知された後においては、直接丙にお支払いください。
  なお、甲に対しては、譲渡対象債権に係る契約の契約条項（当該条項に基づく変更契約に係るものを含む。）以外の責任を求めないこと、○○○契約条項に規定される乙のかし担保責任は、従前どおり乙が継続して負担するものであること及び債権譲渡に係る○○○費用については、乙の負担であって甲に負担を求めることはないことを申し添えます。
記
１　甲と乙の間で締結された　　  年  月  日付○○○契約
(1)　調達要求番号
 (2)　契約件名
 (3)　納期
 (4)　契約行為番号
 (5)　契約年月日
２　譲渡債権額
(1)　契約代金額 　　 金　　　　　　　 円  
 (2)　（－）前金支払額　　　金               円  
 (3)　（－）既譲渡債権額 　　 金　　　　　　　 円
(4)　差引譲渡債権額　　　金               円  
３　丙の氏名、住所、連絡先

別紙様式第５－２－２


短期債権譲渡申請添付書類
１　債権譲渡先が第５章第１項第２号イ（ア）の会社である場合
(1)　乙丙間の債権譲渡基本契約書の写し

(2)　丙が譲渡先の要件に該当していることを証明する書類
ア　発行日から３か月以内の登記事項証明書又は資格証明書
　　イ　有価証券報告書の写し
　　ウ　債権譲渡先に関する質問及び回答（適格機関投資家の子会社又は関連会社であるときに限る。）
　　　　細部については、別紙様式第５－３のとおり。
 (3)　乙による短期譲渡対象債権の特定に関する確認書
細部については、別紙様式第５－４のとおり。
 (4)　格付機関の「レーティングレター」
２　債権譲渡先が第５章第１項第２号イ（イ）の会社である場合

(1)　乙丙間の債権譲渡基本契約書の写し 　　　　　　　　               　
 (2)　提携している適格機関投資家についての次の書類
　　ア　発行日から３か月以内の登記事項証明書又は資格証明書
　　イ　有価証券報告書の写し
　　ウ　格付機関の「レーティングレター」
(3)　譲受人についての書類
　　ア　発行日から３か月以内の登記事項証明書又は資格証明書
　　イ　提携している適格機関投資家との間で締結された次に記載の契約に係る書類のうちのいずれかの写し
     (ｱ)　次のいずれかの契約で信用を補完する契約
　　　　ａ　流動性補完契約
特別目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）に、一時的な資金不足が生じた場合、金融機関がＳＰＣの資金を補うことを内容とする契約をいう。
　　　　ｂ　信用補完契約
ＳＰＣに、譲渡債権の債務者の倒産等に起因する回収不能による損失が生じた場合、金融機関がＳＰＣの損失を補填することを内容とする契約をいう。
　　　　ｃ　バックアップライン契約
　　　　　　ａ又はｂの別称
　　　　ｄ　保証契約
　　　　　　スキームを組み立てた適格機関投資家（又は譲渡人）若しくは第三者（スキームを組み立てた適格機関投資家以外の適格機関投資家）が、ＳＰＣに発生する損失につき保証し、投資家には損害を与えないことを内容とする契約をいう。
ｅ　その他名称の如何（いかん）を問わずａからｄまでの契約と類似の内容を含む契約
　　 (ｲ)　次のいずれかの金銭の融資を内容とする契約
　　　　ａ　銀行取引約定書
銀行の与信（手形貸付、手形割引、当座貸越、証書貸付等）のルールを定めることを内容とする。
　　　　ｂ　金銭消費貸借契約　  　　   　                 　　　　　　　
    　    　与信（貸付等）を内容とする契約をいう。ただし、借入金を弁済する際に、返済原資を譲渡債権の回収金又はその処分金だけに限定することに合意した内容とする。
　　　　ｃ　その他名称の如何を問わずａ及びｂの契約と類似の内容を含む契約
　 　(ｳ)　管理委託
      　ａ　管理業務委託契約 　　　　　　　    　　  　　　　　　　　　
　　　　　　ＳＰＣの事務管理及び運営について定めた内容の契約をいう。
　　　　ｂ　その他名称の如何を問わずａの契約と類似の内容を含む契約
　　 (ｴ)　組成助言
　　　　ａ　財務アドバイザリー契約
　　　　　  適格機関投資家がＳＰＣに対し情報提供又はアドバイスする事項（譲受債権の内容及びスキームの構築）について定めた内容の契約をいう。
　　　　ｂ　その他名称の如何を問わずａの契約と類似の内容を含む契約
　　ウ　債権譲渡先に関する質問及び回答
　　　　細部については、別紙様式第５－３のとおり。
(4)　乙による短期譲渡対象債権の特定に関する確認書
細部については、別紙様式第５－４のとおり。

(5)　格付機関の「レーティングレター」（適格機関投資家の子会社又は関連会社であるときに

限る。）
注１　「レーティングレター」とは、債券の格付けを証する書類で、信用格付業者が発行するも

のをいう。

注２　「信用格付業者」とは、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）第６６条の２７の規

定により内閣総理大臣の登録を受けた者をいう。
別紙様式第５－３

短期債権譲渡先に関する質問及び回答

質問：貴社は、適格機関投資家の子会社又は関連会社ですか。
回答：はい、いいえ
１　「はい」の場合
　質問　どの適格機関投資家の子会社又は関連会社ですか。
　回答　適格機関投資家の名称：
　　　　適格機関投資家が所有する貴社の株式の割合：
２　「いいえ」の場合
　質問　貴社は、特定目的会社又は特別目的会社に該当しますか。
　回答　該当する、該当しない
　　「該当する」の場合
設問(1) 慈善信託が実質的な株主になる等により、スキームの関係者との資本関係が分離されていますか。
回答(1) はい、いいえ
　　　設問(2) 債権譲渡会社と無関係な者が株主になる等により、スキーム者の関係者との人的な関係が分離されていますか。
　　　回答(2) はい、いいえ
設問(3) スキームの関係者である貴社の債権者、株主及び取締役と貴社が破産申立禁止の特約を合意する等自己破産などの申立てができない仕組みになっていますか。
回答(3) はい、いいえ
      設問(4) 第三者への株式の譲渡が制限されていますか。
      回答(4) はい、いいえ
      設問(5) 提携して緊密に業務を行う適格機関投資家はどの社ですか。
      回答(5) 適格機関投資家の名称：
子会社、関連会社、特定目的会社又は特別目的会社の名称及び担当責任者氏名：
　　　　　　　署名：
              適格機関投資家の社名及び担当責任者氏名：

　　　　　　　署名：
別紙様式第５－４

短期譲渡対象債権の特定に関する確認書
   年   月   日

分任支出負担行為担当官
  陸上自衛隊補給本部
　調達会計部長　　　　　　　殿
                                               住  所
                                               会社名    乙（譲渡人）
                                               代表者         　　　      

担当者
連絡先（電話番号）
  　　    年    月    日付短期債権譲渡承認申請書に係る譲渡を行おうとする債権の金額は、下記のとおりです。
￥　　　　　　　　　　

　　　ただし、　　    年     月     日付で○○○契約を締結した下記契約の代金の全部（又は一部）に係る請求債権
記
１  調達要求番号

２  契約件名
３  納期
４  契約行為番号

５  契約年月日
６  契約代金額
　（内訳）
(1) 契約代金額　(Ａ）　　　    ￥                       
(2) 前払金受領済額 （Ｂ）    　　　 ￥                       
(3) 部分払受領済額 （Ｃ） 　　　　　￥                       
(4) 譲渡対象債権額 （Ａ－Ｂ－Ｃ）   ￥                       
別紙様式第５－５
短期債権譲渡承認書

○○○第  　　号
　年　月　日
  「乙」            殿
  「丙」            殿
  上記につき、○○○契約に基づく譲渡対象債権の丙への譲渡については、下記に記載される事項を乙及び丙が遵守することを条件として、○○○契約条項第○条第○項第○号の規定により、これを承認します。
  なお、本承認によって○○○契約に規定する甲の権利義務に何ら変更がなく、乙の責任が一切軽減されるものではないこと、甲は丙が行う金融商品の販売等及び乙丙間の行為について一切責任を負わないこと並びに国による代金支払は、○○○契約条項第○条の規定により行われるものであることを申し添えます。
記
１　乙及び丙は、譲渡対象債権について、甲の事前の承認なく他の第三者に譲渡し又はこれに質権を設定しその他債権の帰属並びに行使を害すべき行為を行わないこと。
２　乙及び丙は、譲渡対象債権契約書の開示については、あらかじめ甲の承認を求めるものとする。ただし、法令により要求される場合、乙又は丙の代理人、法律顧問その他の法令上守秘義務を負担するものへの開示の場合にはこの限りではない。
３　乙は、下請負者への早期支払いに努めること。
                                  　　　　 分任支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 陸上自衛隊補給本部

    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 調達会計部長　　　　　　　　　　
（注）１  不要の箇所は抹消する。
  　　２　本様式記載例は、乙丙間に債権譲渡基本契約を有する場合を想定している。同基本契約を有さない場合、信託譲渡の場合等には適宜修正して作成する。
      ３  流動性補完契約等締結のため、限定した再譲渡先を指定する必要がある場合は、あら

　　　　かじめ申請書に記載することができる。
別紙様式第５－６

            　　　　　　　　　　　　           　　   年   月   日
長期債権譲渡承認申請書
分任支出負担行為担当官
  陸上自衛隊補給本部
　調達会計部長　　　　　　　殿

　　　　　    　　　　　　                  住  所
          　　　　　　　　　　　　　　　　  会社名    乙（譲渡人）
                    　　　　　              代表者   　　　　　　            
担当者 

連絡先（電話番号）
  △△△株式会社（以下「乙」という。）と□□□株式会社（以下「丙」という。）との間において、　　　　年　　月　　日付で締結した○○債権譲渡基本契約（以下「債権譲渡基本契約」という。）により、乙は、○○○契約に基づく請負代金債権の一部であって下記２により特定される債権（以下「譲渡対象債権」という。）を丙に譲渡することとしたいので、○○○契約条項第○条第○項第○号に基づく承認を得たく申請します。
　譲渡対象債権に基づく丙への支払については、従前どおり○○○契約条項第○条第○項により、契約物品の全体の完成、納入及びその確認を条件としてなされるものとします。ただし、契約物品が納入される年度に支払が予定される前払金及び部分払につきましては、前払金に関する特約条項及び部分払に関する特約条項（以下「各特約条項」という。）の規定によりなされるものとし、契約担当官等（以下「甲」という。）から丙への支払後、○○○契約の契約金額の変更又は契約の解除により各特約条項の規定により返還義務が生じた場合には、速やかに甲の請求に応じることとします。
  また、同契約条項による代金の請求は、債権譲渡基本契約により乙が丙の代理人として請求及び受領させていただくものとします。ただし、債権譲渡基本契約に定める一定の事由が発生した場合には、乙の丙に対する権限は失われますので、その旨丙より甲に対し通知された後においては、直接丙にお支払いください。
  なお、甲に対しては、譲渡対象債権に係る契約の契約条項（当該条項に基づく変更契約に係るものを含む。）以外の責任を求めないこと、○○○契約条項に規定される乙のかし担保責任は、従前どおり乙が継続して負担するものであること及び債権譲渡に係る○○○費用については、乙の負担であって甲に負担を求めることはないことを申し添えます。
記
１　甲と乙の間で締結された　　  　年　  月　  日付○○○契約
(1) 調達要求番号
  (2) 契約件名
  (3) 納期
  (4) 契約行為番号
  (5) 契約年月日
２　譲渡債権額（注）
 (1) 契約請負代金額 （税抜き）  　　 金　　　　　　　円 
  (2) （－）既前金支払額　　　金              円
　(3) （－）既部分払額　　　金　　　　　　　円  

　(4) （－）既譲渡債権額　　　金　　　　　　　円

  (5) 差引金額　　　金              円 

　　　譲渡債権額は、（５）のうち、　　　　　　　円 

３　丙の氏名、住所、連絡先
注：記載例
　　１　資産計上債権金額
	対応する作業
	実績金額
	契約金額に対
する割合（累計）

	第１回　平成１２年度上期まで
第２回　平成１２年度下期分
第３回　平成１３年度上期分
	××××円
０円
０円
	２０％
０％
０％


　　２　譲渡対象債権の特定

　　　　今回の申請に係る譲渡対象債権基準金額は、前項の第１回ないし第３回分中、第１回目

　　　の××××円のうちＹＹＹＹ円
別紙様式第５－６－２

長期債権譲渡申請添付書類
１　債権譲渡先が第５章第１項第２号イ（ア）の会社である場合
(1)　乙丙間の債権譲渡基本契約書の写し
(2)　丙が譲渡先の要件に該当していることを証明する書類
ア　発行日から３か月以内の登記事項証明書又は資格証明書
イ　有価証券報告書の写し
ウ　長期債権譲渡先に関する質問及び回答（適格機関投資家の子会社又は関連会社である時に限る。）
　　細部については、別紙様式第５－７のとおり。
 (3)　譲渡債権が工事進行基準によって計上されていることを証明する資料

 (4)　乙による長期譲渡対象債権の特定に関する確認書
細部については、別紙様式第５－８のとおり。
(5)　格付機関の「レーティングレター」
(6)　丙が甲、乙の譲渡債権に係る契約条項を理解し、かつ、同意している旨の債権譲渡に係る同意書
細部については、別紙様式第５－９のとおり。
２　債権譲渡先が第５章第１項第２号イ（イ）の会社である場合
(1)  乙丙間の債権譲渡基本契約書の写し 　　　　　　　　               　
 (2)　提携している適格機関投資家についての次の書類
　　ア　発行日から３か月以内の登記事項証明書又は資格証明書
　　イ　有価証券報告書の写し
　　ウ　格付機関の「レーティングレター」
(3)　譲渡債権が工事進行基準によって計上されていることを証明する資料
(4)　譲受人についての書類
　　ア　発行日から３か月以内の登記事項証明書又は資格証明書　　　　
　　イ　提携している適格機関投資家との間で締結された次に記載の契約に係る書類のうちのいずれかの写し
     (ｱ)　次のいずれかの契約で信用を補完することを内容とする契約
　　　　ａ　流動性補完契約
ＳＰＣに、一時的な資金不足が生じた場合、金融機関がＳＰＣの資金を補うことを内容とする契約をいう。
　　　　ｂ　信用補完契約
ＳＰＣに、譲渡債権の債務者の倒産等に起因する回収不能による損失が生じた場合、金融機関がＳＰＣの損失を補填することを内容とする契約をいう。
　　　　ｃ　バックアップライン契約
　　　　　　ａ又はｂの別称
　　　　ｄ　保証契約
　　　　　　スキームを組み立てた適格機関投資家（又は譲渡人）若しくは第三者（スキームを組み立てた適格機関投資家以外の適格機関投資家）が、ＳＰＣに発生する損失につき保証し、投資家には損害を与えないことを内容とする契約をいう。
ｅ　その他名称の如何を問わずａからｄまでの契約と類似の内容を含む契約
　　 (ｲ)　次のいずれかの金銭の融資を内容とする契約
　　　　ａ　銀行取引約定書
銀行の与信（手形貸付、手形割引、当座貸越、証書貸付等）のルールを定めること

を内容とする。
　　　　ｂ　金銭消費貸借契約　  　　   　                 　　　　　　　
    　    　与信（貸付等）を内容とする契約をいう。ただし、借入金を弁済する際に、返済原資を譲渡債権の回収金又はその処分金だけに限定することに合意した内容とする。
　　　　ｃ　その他名称の如何を問わずａ及びｂの契約と類似の内容を含む契約
　 　(ｳ)　管理委託
      　ａ　管理業務委託契約 　　　　　　　    　　  　　　　　　　　　
　　　　　　ＳＰＣの事務管理及び運営について定めた内容の契約をいう。
　　　　ｂ　その他名称の如何を問わずａの契約と類似の内容を含む契約
　　 (ｴ)　組成助言
　　　　ａ　財務アドバイザリー契約
　　　　　  適格機関投資家がＳＰＣに対し情報提供又はアドバイスする事項（譲受債権の内容やスキームの構築）について定めた内容の契約をいう。
　　　　ｂ　その他名称の如何を問わずａの契約と類似の内容を含む契約
　　ウ　長期債権譲渡先に関する質問及び回答
細部については、別紙様式第５－７のとおり。
(5)　乙による長期譲渡対象債権の特定に関する確認書
細部については、別紙様式第５－８属紙第２のとおり。
(6)　格付機関の「レーティングレター」（適格機関投資家の子会社又は関連会社であるときに限る。）
(7)　丙が甲、乙の譲渡債権に係る契約条件を理解し、かつ、同意している旨の債権譲渡に係る同意書

　　 細部については、別紙様式第５－９のとおり。
別紙様式第５－７

長期債権譲渡先に関する質問及び回答
質問：貴社は、適格機関投資家の子会社又は関連会社ですか。
回答：はい、いいえ
１　「はい」の場合
　質問　どの適格機関投資家の子会社又は関連会社ですか。
　回答　適格機関投資家の名称：
　　　　適格機関投資家が所有する貴社の株式の割合：
２　「いいえ」の場合
　質問　貴社は、特定目的会社又は特別目的会社に該当しますか。
　回答　該当する、該当しない
　　「該当する」の場合
設問(1) 慈善信託が実質的な株主になる等により、スキームの関係者との資本関係が分離されていますか。
回答(1) はい、いいえ
　　　設問(2) 債権譲渡会社と無関係な者が株主になる等により、スキームの関係者との人的な関係が分離されていますか。
　　　回答(2) はい、いいえ
設問(3) スキームの関係者である貴社の債権者、株主及び取締役と貴社が破産申立禁止の特約を合意する等自己破産などの申立てができない仕組みになっていますか。
回答(3) はい、いいえ
      設問(4) 第三者への株式の譲渡が制限されていますか。
      回答(4) はい、いいえ
      設問(5) 提携して緊密に業務を行う適格機関投資家はどの社ですか。
      回答(5) 適格機関投資家の名称：

　　　　　　　子会社、関連会社、特定目的会社又は特別目的会社の名称及び担当責任者氏名：
　　　　　　　署名：
              適格機関投資家の社名及び担当責任者氏名：

　　　　　　　署名：
別紙様式第５－８

長期譲渡対象債権の特定に関する確認書
   年   月   日
分任支出負担行為担当官
  陸上自衛隊補給本部
　調達会計部長　　　　　　　殿
                                               住  所
                                               会社名    乙（譲渡人）
                                               代表者      　　　　         

担当者
連絡先（電話番号）
  　　    年    月    日付長期債権譲渡承認申請書に係る譲渡を行おうとする債権の金額は、下記のとおりです。
￥　　　　　　　　　　

　　　ただし、　　    年     月     日付で○○○契約を締結した下記契約の代金の全部（又は一部）に係る請求債権（内訳は別紙のとおり。）
記
１  調達要求番号
２  契約件名
３  納期
４  契約行為番号
５  契約年月日
６  契約請負代金額
７　納入場所
別紙
譲渡対象債権内訳書
１　契約請負代金額（税抜き）（Ａ）　　　￥                     
２　既前払金額　　　　　　　　　　　　　￥                      
債権引渡確認額　　　　　　　　　　　￥                     　
差引金額（Ｂ）　　　　　　　　　　　￥                     
３　既部分払額　　　　　　　　　　　　　￥                     　
債権引渡確認額　　　　　　　　　　　￥                     
差引金額（Ｃ）　　　　　　　　　　　￥                     
４　既前払金額等（Ｄ＝Ｂ＋Ｃ）　　　　　￥                     
５　既譲渡債権額（Ｅ）　　　　　　　　　￥                     
６　企業会計上の資産として承認を得た額（Ｆ）
￥                     
７　譲渡対象債権額（（Ｆ－Ｄ－Ｅ）のうち譲渡可能額を超えない額）
　　￥                     
別紙様式第５－９

譲渡対象債権の特定に係る同意書
分任支出負担行為担当官
  陸上自衛隊補給本部
　調達会計部長　　　　　　　殿

住　所
会社名　　　（丙）
代表者　　　　　　　　　　　

担当者
連絡先（電話番号）

　弊社（以下「丙」という。）は、分任支出負担行為担当官（以下「甲」という。）と××××株式会社（以下「乙」という。）との譲渡対象債権に係る契約の契約条項（基本契約条項、特約条項その他の契約条項をいい、当該条項による変更契約に係るものを含む。以下同じ。）を理解し、かつ下記のとおり同意していることを申し上げます。

記

１　本件承認によって、譲渡対象債権に係る契約の契約条項による甲の乙に対する権利義務に何らかの影響を及ぼさないこと。また、乙の甲に対する特約条項を含めた契約条項上の責任が一切軽減されるものではないこと。

２　甲は、乙との譲渡対象債権に係る契約の契約条項（当該契約条項による変更契約に係るものを含む。）による債務を負うだけで、丙の証券・ローン等の販売については、一切の責任を負わないこと。
３　甲乙間において、債権譲渡後も、譲渡債権に係る契約の契約条項により、納入場所の変更、代金の中途確定に関する特約条項その他の契約条項による契約金額の変更、履行遅滞等による納期の変更等の契約内容の変更を行うことがあること。丙は、申請の要件及び甲による承認の諸条件を十分理解の上、債権を譲受するとともに、係る変更に対して、甲に異議を申し立てないこと。契約内容の変更により丙の債権に影響が生じた場合があった場合には、専ら乙と丙との間において解決すること。
４　丙が金融商品を販売するときは、債権の性格・リスクを販売の相手方、流動性補完・保証契約の相手方に十分説明して、確実に理解させるよう努めること。また、金融商品が流動性を有する場合には、金融商品の購入者が確実に債権の性格・リスクを理解するために必要な措置を講ずること。
別紙様式第５－１０
長期債権譲渡承認書
○○○第　　　号
　年　月　日
「乙」　　　　　　殿
「丙」　　　　　　殿
上記につき、○○○契約に基づく譲渡対象債権の丙への譲渡については、乙による契約不履行を事由とする契約解除をもって丙に対抗できる旨及び下記事項について異議を留めて、○○○契約条項第○条の規定により承認します。
なお、本承認は、○○○契約条項に規定する甲の権利義務（当該条項に基づく変更契約によるものを含む。）に何ら影響を及ぼさず、乙の責任が一切軽減されるものではないこと、甲は丙が行う金融商品の販売、流動性補完契約等及び乙丙間の行為について一切責任を負わないこと並びに国による代金支払は、乙が契約物品を納入し、受領書を交付された後の適正な請求に基づき行われるものであることを申し添えます。

記

１　○○○契約条項により、甲が乙に対して有する請求債権については、譲渡対象債権金額と相殺し又は譲渡債権金額を軽減する権利を保留する。
２　乙及び丙は、譲渡対象債権について、甲の事前の承認なく他の第三者に譲渡し、又は質権を設定しその債権の帰属並びに行使を害すべき行為を行わないこと。
３　乙及び丙は、譲渡対象債権契約書の開示については、あらかじめ甲の承認を求めるものとする。ただし、法令により要求される場合、乙又は丙の代理人、法律顧問その他の法令上守秘義務を負担する者への開示の場合にはこの限りではない。
４　丙は、金融商品の販売等を行うに当たっては、防衛省の○○○契約に関する権利等譲渡対象債権の性格等当該金融商品のリスクを販売相手方、流動性補完契約等の相手方が理解できるよう十分説明を行うこと。また、当該金融商品が流通性を有する場合、当該金融商品のリスクを容易に理解できるために必要な措置を講ずること。
５　甲と乙は、債権譲渡後も、譲渡債権に係る契約の契約条項により、納入場所の変更、代金の中途確定に関する特約条項その他の契約条項に基づく契約金額の変更、履行遅滞等による納期の変更等の契約内容の変更を行うことがあること。これに対して丙は、異議を申し立てないこと。当該契約の変更により、譲渡対象債権の内容に影響が及ぶ場合は、専ら乙と丙との間において解決されること。
６　乙は、○○○契約に関わる下請負等、関連する企業への早期支払に努めること。
分任支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 陸上自衛隊補給本部

    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 調達会計部長　　　　　　　　　　
（注）１　不要の箇所は抹消する。
　　　２　本様式記載例は、乙丙間に債権譲渡基本契約を有する場合を想定している。同基本契約を有さない場合、信託譲渡の場合等には適宜修正して作成する。
　　　３　流動性補完契約等締結のため、限定した再譲渡先を指定する必要がある場合は、
あらかじめ申請書に記載することができる。

別紙様式第５－１１
担保設定承諾依頼書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長             　　殿
                                 会　社　名
                                 代表者名 
　　　　　　　　　　　　　　担当者名 
                          連絡先（電話番号）                   　　　　　　
  分任支出負担行為担当官陸上自衛隊補給本部調達会計部長○○○○より○○○○会社○○○○（役職名）より受注している契約行為番号               について担保設定をしたいので承諾してください。
１　担保物件の設定を必要とする理由
２  担保物件の種類
３　担保物件の内容及び範囲
４　担保物件の名称
５　その他必要事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙様式第５－１２
承認申請
　　　　　　　　　　　　下　請　負          　書
      　　　　　　　　　　　　　　　届　　出
                                                         発簡番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長             殿
                                　　　  住　　所
                                  　　　会社名
代表者名　　　　　　　　　　　          　
担当者名
連絡先（電話番号）

１                            を下請負者として貴部発注
調達要求番号
契約番号契約年月日
品名数量
契約金額
に関する契約について別紙のとおり請け負わせたいので承認願います。
                                                  お届けします。


承　　認　　書
調達要求番号
契約番号契約年月日
品名数量
　の契約に係る事項について　　　　　　　　　　　　に請け負わせることを下記条件を付して承認する。
                                       記
１
２
３
  承認番号  契   １　２          下請負第　　　号
  　　　　年　　月　　日
                                          分任支出負担行為担当官
                                          陸上自衛隊補給本部 
調達会計部長
注：不要の箇所は抹消すること
別紙
１　下請負を行わせようとする者の名称、所在地、代表者名、資本金、営業状況、生産設備及び従業員の概要並びにその選定理由
２  下請負を必要とする理由
３　下請負の範囲
４　下請負部分にかかる契約金額
５　契約相手方と下請負を行わせようとする者との下請負部分に係る納入条件（納期、納入場所等）
６　その他必要と認める事項
注　年度区分においての届け出は、項目１，２，３とする。

別紙様式第５－１３
                                                     　　    年    月    日
分任支出負担行為担当官

陸上自衛隊補給本部
調達会計部長          殿

                                   住　　所
                                   会社名
                                   代表者名
          　　           担当者名
　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）
　　　※１　いずれか選択

　　　　　　　　特別防衛秘密
　　　　　　　　装備品等秘密　　に係わる下請負について（申請）
　標記について、下記のとおり下請負させたく存じますので、許可されたく申請申し上げます。

記

１　契約品名

２　調達要求番号

３　秘密区分

４　下請負の範囲

５　下請負させる事由

６　下請負先

７　秘密保全の手段

８　保全規則

９　秘密保全実施要領

１０　保全教育の実施

１１　保全施設

(1) 施設名称
(2) 確認番号

１２　関係職員名簿


別紙様式第５－１４
分任支出負担行為担当官

陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　殿

















特別防衛秘密の保護・特定秘密の保護又は秘密の保護の保全に関する誓約書

特別防衛秘密、特定秘密又は秘密に属する文書、図画若しくは物件を貸与されましたならば、別添の下請負会社の秘密保全関係規則に基づき、特別防衛秘密、特定秘密又は秘密が紛失、漏えい、探知、破壊又は搾取されないように万全を期し、下請負の従業員の故意又は過失により特別防衛秘密、特定秘密又は秘密が漏えい等した場合についても一切の責任を負うことを誓約します。
































　
　　　　
年　　　月　　　日
























会社名

















代表者名







担当者名
　　　　　　連絡先（電話番号）
別紙様式第５－１５

作　業　員　名　簿
１　調達要求番号：
２　契約番号：
３　契約件名：

４　契約年月日：

５　担当者名（連絡先）：
	No.
	営業所・工場等名
	所在地・電話番号
	氏　名
	地位及び職務内容
	注　記

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


別紙様式第５－１６
技　術　者　（　派　遣　員　）　名　簿
１　調達要求番号：

２　契約番号：

３　契約件名：

４　契約年月日：

５　担当者名（連絡先）：
	No.
	営業所・工場等名
	所在地・電話番号
	氏　名
	地位及び職務内容
	注　記

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


別紙様式第５－１７
伺　い　書
	
	 分任支出負担行為担当官
 陸上自衛隊補給本部
 調達会計部長                  殿　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
                                　　　　　  　 住　　所
                           　　　　　　  　 　 会社名
                         　　　　　 　　　　    代表者名
　　　　　　　  　　　　　　　       　　　　 担当者名
                                             連絡先（電話番号）
	

	
	指令番号
	
	 要求書番号
	
	

	
	契約番号
	
	 納　　　期
	
	

	
	契約件名（物品番号・品名）
	単位
	数　　量
	金　　額
	備　　考
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	疑
義
事
項
	
	

	
	                                              　　　　　　　　　年　　月　　日
                           殿
                                              分任支出負担行為担当官
                                              陸上自衛隊補給本部
                                              調達会計部長
     上記疑義について下記のとおり指示する。
記
	

	
	
	

	
	指　　　示　　　事　　　項

	

	
	
	


別紙様式第５－１８－１
承 認
        願 書
変 更 承 認
　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　〇〇　〇〇　 殿       
住  　所
会 社 名
代表者名
担当者名
連絡先（電話番号）                         
下記契約にかかる承認用図面等を提出いたしますので御承認願います。
記
１．調達要求番号
２．契約番号
３．契約年月日
４．品名
５．数量
６．契約金額
７．契約納期

承　　認　　書
    上記申請のとおり承認する。
    承認番号  契　１　２   第          号
    　　　　年　　月　　日
                                                分任支出負担行為担当官
                                                陸上自衛隊補給本部
                                                調達会計部長         
 
別紙様式第５－１８－２
省 略 届 出 書
　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　〇〇　〇〇　殿        

住  　所

会 社 名
代表者名
担当者名
連絡先（電話番号）                         
次の契約にかかる承認用図面等は、下記によって承認を受けた承認用図面等
と同一であるので、これによって準用させて頂くことを届け出ます。
１．調達要求番号
２．契約番号
３．契約年月日
４．品名
５．数量
６．契約金額
７．契約納期
記
１．調達要求番号
２．契約番号
３．契約年月日
４．承　認　番　号
５．承 認 年 月 日
承　認　履　歴　表
	調達要求番号
	契約番号
	契約年月日
	承認番号
	承認年月日
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙様式第５－１９
　　年　　月　　日
官　給　申　請　書
   分任支出負担行為担当官
   陸上自衛隊補給本部
   調達会計部長  　　　　　　    殿
住  　所

会 社 名
代表者名
担当者名
連絡先（電話番号）

	調達要求番号
	
	契約年月日
	

	品　　　　名
	
	納期
	

	契約番号
	
	官給希望日
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                                         　　　　
 官給理由
 
 官給希望品
	No.
	品　　　名
	規　格　等
	数量
	単価
	金額
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　 　上記の契約に係わる官給希望品を支給して頂きたくお願い申しあげます。

                             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　年　　月　　日
官　給　回　答　書
                                                   　　　　　　　 分任支出負担行為担当官 
　　　　　　　　　　　           殿                　 　 　　　陸上自衛隊補給本部
                                           　　　  　　　　　    調達会計部長　　　　　　　　
標記について、下記のとおり官給する。
	No.
	品名
	規格等
	数量
	単価
	金額
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	官給日
	

	官　給　場　所
	


別紙様式第５－２０
　　年　　月　　日
借　受　申　請　書
    分任支出負担行為担当官
    陸上自衛隊補給本部
    調達会計部長               　 殿

　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　 住  　所

会 社 名
代表者名
担当者名
連絡先（電話番号）
	調達要求番号
	
	契約年月日
	

	品名
	
	納期
	

	契約番号
	
	借受希望日
	


                                                                                                           　　　　　　　　
 借受理由
 
 借受希望品
	No.
	品　　　　　名
	規　　　格　　　等
	備　　　　　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　 　上記の契約履行に必要な機械工具等を無償にて借受致したくお願い申しあげます。

                            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　年　　月　　日
借　受　回　答　書
                                                                       分任支出負担行為担当官          
　　　　　　　　　　　           殿                   　　　　 陸上自衛隊補給本部          
                                                  　　　　　　       調達会計部長   　　　　　　 
　標記について、下記のとおり無償貸与する。
	No.
	品名
	規格等
	数量
	単価
	金額
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	貸付日
	

	貸 　付　 場 　所
	



　　
企業担当者名：　　　　　　　　　　　企業連絡先（電話番号）：　　　　　　　　　　　　　取扱者連絡先（電話番号）：

[image: image5]
企業担当者名：　　　　　　　　　　　　　　企業連絡先（電話番号）：　　　　　　　　　　　　　　取扱者連絡先（電話番号）：　　　　　　　　　　　　　　　規格：Ａ列４番
別紙様式第５－２３－１
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

　 分任支出負担行為担当官
  陸上自衛隊補給本部
  調達会計部長               　 殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　契約の相手方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　
担当者名
連絡先（電話番号）

完 成 検 査（監 督）申 請 書

　　以下のとおり完成検査（監督）を申請します。

	調達要求番号
	
	契約番号
	

	契約方式
	
	納期
	

	検査等実施要領
	
	納地(分任物品管理官)
	

	実施場所
	
	実施希望年月日
	

	契約件名
	

	品　　　　名
	明細別紙（部品番号等・品名・数量）による｡

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

　　完成検査官（監督官）　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分任支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　陸上自衛隊補給本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調達会計部長　　　　　　　

完 成 検 査（監 督）指 令 書

　　上記の申請について、以下のとおり完成検査（監督）を指示する。



	検査指令番号
	監督指令番号
	指示年月日
	包装区分

	
	
	
	

	検査等の方式
	直接　　資料　　品質証拠

	検査等指示
	品質 数量 包装 表示 技術援助 その他役務 工程 材料 官給品・無償貸付品・役務

	
仕様書番号

	

	備　　考
	


Ａ列４版縦

　注：１　申請者は、契約後速やかに３部提出すること。

　　　２　実施場所が承認を受けていない下請業者の工場等である場合は、承認手続きが終了するまでの間、本申請は認めない。

　　　３　品名明細書は、別紙を基準とする。

　　　４　検査等指示欄の「その他役務」は整備診断、機能検査等監督行為を伴わないもの、「役務」
は修理、オーバーホール等役務請負契約監督行為の伴うものとする｡
別紙様式第５－２３－２
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

　完成検査官（監督官）　殿
（分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部調達会計部長　殿）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　契約の相手方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）

完 成 検 査（監 督）申 請 書

　　以下のとおり完成検査（監督）を申請します。

	調達要求番号
	
	契約番号
	

	契約方式
	
	納期
	

	検査等実施要領
	
	納地(分任物品管理官)
	

	実施場所
	
	実施希望年月日
	

	契約件名
	

	品　　　　名
	明細別紙（部品番号等・品名・数量）による｡

	備　　考
	


Ａ列４版縦

　注：１　申請者は、契約後速やかに完成検査官（監督官）及び契約課へ一部ずつ提出すること。
　　　２　実施場所が承認を受けていない下請業者の工場等である場合は、承認手続きが終了するまでの間、本申請は認めない。

　　　３　品名明細書は、別紙を基準とする。





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙様式第５－２４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　契約の相手方
　　　　　　　　　　　　殿
　　分任物品管理官
　　（受領検査官経由）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　完成検査官　所属官職氏名　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）

完 成 検 査 合 格 証

　　検査等指令第　　　号に基づく、下記の検査に合格したことを証明する。

記

　１　調達要求番号

　２　契約番号

　３　契約件名

　４　検査品名

　５　検査の内容　　　完成検査（品質・数量・包装・表示等）

　　　　　　　　　　　抜取検査　　　全数検査

　６　検査場所

　７　検査年月日

　８　合格数量

Ａ列４番縦

	納入先
	
	 eq \o\ad(納品書・（受領）検査調書,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)納品書・（受領）検査調書

	契　約　者
	住所、会社名、代表者
	調達要求番号

	発送年月日

	物品管理官命令者
	命令年月日


	
	
	確認番号（認証番号）

	輸送方法

	
	管理簿登記年月日


	
	
	契約年月日

	発送駅

	
	証書番号


	
	
	納期

	分割納入

	
	同上付与年月日


	資料種別
	相手方番号
	処理年月日
	物品区分
	要求番号
	証書番号
	記録区分
	納期
	分納区分
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	　・　・
	１　２
３　Ｘ
	

	番号
	物　品　番　号
	品　　　　名
	会社部品番号
又は規格
	程度
	単位
	数量
	単　価
	金　　　　　額
	受領
数量
	処置
コード

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	検　　　査
	指令番号

	方式

	納入年月日

	判定

	受　入・受　領
	　検査結果及び物品管理官の受入命令（受領命令）により
受領した。
　　　　　　　年　　月　　日
　 eq \o\ad(受領者,　　　　)受領者
　所　　属
官職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	種類

	場所

	検査年月日

	所見
	
	

	
	　上記のとおり検査結果を報告する。
　　　　　　　年　　月　　日
検査官所属　　　　　　　　　　
官職氏名　　　　　　　　　　　　　印
	
	
	

	
	ページ中の第　　　　ページ


企業担当者名：　　　　　　　　　　企業連絡先（電話番号）：　　　　　　　　　検査官連絡先（電話番号）：
※　契約相手方の様式とする場合は、　　で囲った必要事項を記載項目に含めること。
	納入先
	
	糧食納品書・（受領）検査調書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	契　約　者
	住所、会社名、代表者
	調達要求番号

	発送年月日

	物品管理官命令
	命令年月日


	
	
	確認番号（認証番号）

	輸送方法

	
	管理簿登記年月日


	
	
	契約年月日

	発送駅

	
	証書番号


	
	
	納期

	分割納入

	
	同上付与年月日


	資料種別
	相手方番号
	処理年月日
	物品区分
	要求番号
	証書番号
	記録区分
	納期
	分納区分
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	　 ・　・
	１　２
３　Ｘ
	

	番号
	物　品　番　号
	品　　　　名
	規　格　等
	程度
	単位
	数量
	単　価
	金　　　　　額
	受領
数量
	処置
コード

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	食品
衛生検査
	　食品衛生検査の結果は、下記のとおりである。
判　定

	
	受　入　・　受　領
	　検査結果及び物品管理官の受入命令（受領命令）により
受領した。
　　　　　　　年　　月　　日
　 eq \o\ad(受領者,　　　　)受領者
　所　　属
官職氏名　　　　　　　　　　　　　　　

	
	食品衛生検査官　　　　　　　　　　
（　　） 官職　　氏名　　　　　　　　　　　　   印　
	
	

	検　　　査
	指令番号

	方式

	納入年月日
　
	判定

	
	

	
	種類

	場所

	検査年月日
　

	所見
	
	

	
	　上記のとおり検査結果を報告する。
　　　　　　　年　　月　　日
検査官所属　　　　　　　　　　
官職氏名　　　　　　　　　　　　　　印
	
	
	

	
	ページ中の第　　　　ページ


企業担当者名：　　　　　　　　企業絡先（電話番号）：　　　　　　　　　　　検査官連絡先（電話番号）：　　　　　　　　　規格：A列４番
※　契約相手方の様式とする場合は、　で囲った必要事項を記載項目に含めること。

[image: image6.emf]分任支出負担行為担当官

陸上自衛隊補給本部調達会計部長　　殿 会社名

監督官（検査官）経由 代表者名

担当者名

連絡先（電話番号）

数量 単価 金額 単価 金額 単価 金額

取扱区分

 　上記のとおり確認する。 検査官（監督官）

官職　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

連絡先（電話番号）

 　上記のとおり官給数量について承認する。

 　　　　　     　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　官給品引渡場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　整備管理担当部長

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　官給品引渡期限　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　官職　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



　　年　　月　　日



計

定

数

欠

品



整理

区分

主品目番号

又は物品番号

品名

契約

納期

証書

年月日

証書

番号

整備数 実施年度



相手方

コード

調達要求

番号

契約番号

（ﾛｯﾄ番

修

理

工

数

外注費 部品費

経費

備考

標準外（追加）作業費見積書



数

量

作業

内容

 標準外（追加）作業所要明細

一

連

番

号

部

位

区

分

付

図

品名 摘要

標準外（追加）作業（費）見積書

保管コード

又は部品

識別コード

物品番号

又は

部品番号

修理 処置

官給（所要数処置）

自給

数量

その他

数　量

所要数処置

交

換




別紙様式第５－２７

	契約番号
	
	契約件名
	



[image: image7.emf]実 施 年 月 日 監督官 検査官

契 約 業 者 名

実 施 場 所

技術援助の区分

派 遣 員 の 種 類

実施時刻 工数 実施者名

必要事項又は所見



１　本表は、派遣員自身が原則として毎日作成すること。

５　材料等を使用した場合は、使用日ごとに付表を作成するものとする。

６　本表の提出部数は４部とする。

７　検査官は、検査完了後役務等検査調書に本表を添付し契約担当官等へ２部送付する。



  

注

２

    

直接工員は必ず工数を記入し監督官の確認を受けるものとする。



３　今後参考となる事項派遣員の所見等は可能な限り詳細に記入する。

４　本表の作成は、技術員、直接工員それぞれ別様に作成するものとする。

作　業　細　部



作　　　業　　　内　　　容



作業記録表（役務完了調書）

  　　年　　月　　日　　　曜日


連絡先（電話番号）：
別紙様式第５－２８
整　備　診　断　明　細　書
（　整　備　明　細　仕　様　書　）
年　　月　　日
陸上自衛隊補給本部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名
分任支出負担行為担当官　殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
監督官（検査官）経由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）
	相手方
コード
	調達要求番号
	契約番号
（ロット番号）
	契約納期
	証書年月日
	証書番号
	整理区分
	主品目番号
又は物品番号
	品名
	整備数
	実施年度

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	整備診断作業所要明細

	一
連
番
号
	部
位
	区
分
	付
図
	保管コード
又は備品
識別コード
	物品番号
又は
部品番号
	品　名
	定
数
	所要数処置
	処置
	修理
	摘要

	
	
	
	
	
	
	
	
	交換
	欠品
	計
	官給
数量
	自給
数量
	その他
数　量
	数量
	作業内容
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　　上記のとおり確認する。
　　　　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　検査官（監督官）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　官　　職　氏　　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）　　　　　　　　　　　　　

	　　上記のとおり官給数量について承認する。
　　　　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　官給品引渡場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　整備管理担当部長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　官給品引渡期限　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 官　　職　氏　　名　　　　　　　　　　　　　


整備診断作業費見積書は別添のとおり。
（注）押印を省略する場合には担当者名及び連絡先を記載すること。

別紙第５－２９―１
装備品等秘密に係る契約書

分任支出負担行為担当官　陸上自衛隊補給本部　調達会計部長（以下「甲」という。）、××××【元請企業】（以下「乙」という。）、△△△△【下請企業】（以下「丙」という。）は、甲乙間で締結した調達要求番号○○○○の契約（以下「主契約」という。）を補完するための付随契約として、主契約に係る別紙の乙丙間の下請負契約並びに当該下請負契約の履行のために必要な甲丙間の装備品等秘密（防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和５年法律第５４号）第２７条第１項に規定する装備品等秘密をいう。）に指定された文書、図画（電子計算機情報を含む。）又は物件（以下装備品等秘密文書等をいう。）の無償貸付及び保護に関する契約を締結する。
（目的）
第１条  この契約は、主契約の付随契約として、主契約の履行を確保するため、甲乙丙三者間において締結するものである。
（装備品等秘密の保護）
第２条  丙は、この契約の履行については、この条項に定めるもののほか、「装備品等秘密の保全に関する特約条項」の定めるところにより、秘密の保護を確実にしなければならない。
この場合において、「装備品等秘密の保全に関する特約条項」中第１７条第３項を除き「乙」を「丙」と読み替えるものとする。
（秘密保全の確保に関する違約金条項）
第３条  丙は、「装備品等秘密の保全に関する特約条項」の規定に違反して、装備品等秘密を当該装備品等秘密に接する権限のない者に漏えいしたことを甲が証明した場合は、「秘密等の保全又は保護の確保に関する違約金条項」の定めるところにより、甲が指定する期日までに違約金を支払わなければならない。
この場合において、「秘密等の保全又は保護の確保に関する違約金条項」中「乙」を「丙」と、「契約金額」を「乙と丙との間の下請負に係る契約金額」とそれぞれ読み替えるものとする。
２  乙及び丙は、前項に規定する「乙と丙との間の下請負に係る契約金額」について、契約締結後、速やかに書面にて甲に届出るものとする。
また、第５条に規定する契約金額の見直しがあった場合も同様とする。
（契約の費用）
第４条　この契約の締結及び履行に関して必要な費用は、主契約に含まれるものとする。
（契約金額の見直し）
第５条　甲と乙との間の契約金額が変更されたとき及び甲と乙との間の契約が超過利益返納条項付契約の場合であって超過利益の返納に関する手続をとったときには、乙と丙との間の下請負に係る契約金額も見直すものとする。
（貸付条件等）
第６条　貸付期間等貸付に必要な条件等については、次のとおりとする。
【省略】
（甲の解除権）
第７条　甲は、乙又は丙がこの契約に定める義務に違反した場合は、この契約を解除することができる。
２ 甲は、乙又は丙が下請負契約を解除した場合は、この契約を解除することができる。
３ 甲は、乙の責に帰すべき理由により主契約を解除した場合は、この契約を解除することができる。
４ 甲は、第３項に定める場合のほか、主契約を解除した場合は、この契約を解除することができる。
（停止条件）
第８条　この契約は、装備品等秘密の指定等に関する訓令（令和６年防衛省訓令第１０号）第９条の規定に基づき、下請負の申請が許可された場合に効力が発生するものとする。
（その他）
第９条　甲、乙及び丙は、この契約に関し紛争又は疑義が生じた場合は、その都度協議して解決するものとする。
（裁判管轄）
第10条  この契約に関する訴えは、東京地方裁判所の管轄に属するものとする。
上記契約の締結を証するため、契約書３通を作成し、甲乙丙記名押印の上、各１通を保有するものとする。
　                     　　　　年　　月　　日
　　　　　　                              　 分任支出負担行為担当官
　　　                              甲　　　陸上自衛隊補給本部
　　　　　　　　                          　　 調達会計部長　　       　　 　　  印
　　　　　　                                住所
　　　                              乙　 　会社名
　　　　　                                 代表者　             　 　       印
　　　　　　                                住所
　　　                              丙　 　会社名
　　　　　                                 代表者　             　 　       印


別紙第５－２９－２
特別防衛秘密に係る契約書
分任支出負担行為担当官　陸上自衛隊補給本部　調達会計部長（以下「甲」という。）、××××【元請企業】（以下「乙」という。）、△△△△【下請企業】（以下「丙」という。）は、甲乙間で締結した調達要求番号○○○○の契約（以下「主契約」という。）を補完するための付随契約として、主契約に係る別紙の乙丙間の下請負契約並びに当該下請負契約の履行のために必要な甲丙間の特別防衛秘密（日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保護法（昭和２９年法律第１６６号）第１条第３項に規定する特別防衛秘密をいう。）に指定された文書、図画（電子計算機情報を含む。）又は物件の無償貸付及び保護に関する契約を締結する。
（目的）
第１条  この契約は、主契約の付随契約として、主契約の履行を確保するため、甲乙丙三者間において締結するものである。
（特別防衛秘密の保護）
第２条  丙は、この契約の履行については、この条項に定めるもののほか、「特別防衛秘密の保全に関する特約条項」の定めるところにより、特別防衛秘密の保護を確実にしなければならない。
この場合において、「特別防衛秘密の保全に関する特約条項」中第１７条第３項を除き「乙」を「丙」と読み替えるものとする。
（秘密保全の確保に関する違約金条項）
第３条  丙は、「特別防衛秘密の保全に関する特約条項」の規定に違反して、特別防衛秘密を当該特別防衛秘密に接する権限のない者に漏えいしたことを甲が証明した場合は、「秘密等の保全又は保護の確保に関する違約金条項」の定めるところにより、甲が指定する期日までに違約金を支払わなければならない。
この場合において、「秘密等の保全又は保護の確保に関する違約金条項」中「乙」を「丙」と、「契約金額」を「乙と丙との間の下請負に係る契約金額」とそれぞれ読み替えるものとする。
２  乙及び丙は、前項に規定する「乙と丙との間の下請負に係る契約金額」について、契約締結後、速やかに書面にて甲に届出るものとする。
また、第５条に規定する契約金額の見直しがあった場合も同様とする。
（契約の費用）
第４条　この契約の締結及び履行に関して必要な費用は、主契約に含まれるものとする。
（契約金額の見直し）
第５条　甲と乙との間の契約金額が変更されたとき及び甲と乙との間の契約が超過利益返納条項付契約の場合であって超過利益の返納に関する手続をとったときには、乙と丙との間の下請負に係る契約金額も見直すものとする。

（貸付条件等）
第６条　貸付期間等貸付に必要な条件等については、次のとおりとする。
【省略】
（甲の解除権）
第７条　甲は、乙又は丙がこの契約に定める義務に違反した場合は、この契約を解除することができる。
２ 甲は、乙又は丙が下請負契約を解除した場合は、この契約を解除することができる。
３ 甲は、乙の責に帰すべき理由により主契約を解除した場合は、この契約を解除することができる。
４ 甲は、第３項に定める場合のほか、主契約を解除した場合は、この契約を解除することができる。
（停止条件）
第８条　この契約は、特別防衛秘密の保護に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第３８号）第２８条の規定に基づき、下請負の申請が許可された場合に効力が発生するものとする。
（その他）
第９条　甲、乙及び丙は、この契約に関し紛争又は疑義が生じた場合は、その都度協議して解決するものとする。
（裁判管轄）
第10条  この契約に関する訴えは、東京地方裁判所の管轄に属するものとする。
上記契約の締結を証するため、契約書３通を作成し、甲乙丙記名押印の上、各１通を保有するものとする。
　                     　　　　年　　月　　日
　　　　　　                              　 分任支出負担行為担当官
　　　                              甲　　　陸上自衛隊補給本部
　　　　　　　　                          　　 調達会計部長　　       　　 　　  印
　　　　　　                                住所
　　　                              乙　 　会社名
　　　　　                                 代表者　             　 　       印
　　　　　　                                住所
　　　                              丙　 　会社名
　　　　　                                 代表者　             　 　       印

別紙様式第５－３０
第三者を従事させる場合の届出書
　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　　殿
住　　所
会社名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　
担当者名
連絡先（電話番号）
　下記契約に関して、第三者を従事させる場合等の届出に関する特約条項第１条の規定に基づき、下記のとおり届け出ます
記

調達要求番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
契約番号・年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
品名・数量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
届　出　表
	番号
	会社名（事業者名）
	代表者名
	住所・電話番号
	業　務　範　囲

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　注１：病無範囲については、いずれの会社（事業者）の下請かわかるように、かつ、簡潔に記載すること。
注２：追加があった場合には、速やかにその旨を本様式により届け出ること。この場合、「届出表（追加）」と記入すること。
別紙様式第５－３１
納入先部隊等において作業する場合の作業従事者名簿届出書
　　年　　月　　日
所　属
官　職　　（※）
氏　名　　　　　　　　　　　　殿
住　　所
会社名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　
担当者名
連絡先（電話番号）
　下記契約に関して、第三者を従事させる場合等の届出に関する特約条項第３条の規定に基づき、下記及び別紙のとおり届け出ます。
記

調達要求番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
契約番号・年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
品名・数量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
作業従事者名簿
	番号
	会社名（事業者名）
	氏名

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　注１：契約相手方の正社員の外、第三者を従事させる場合には、甲から送付のあった「第三者を従事させる場合の届出書」の写しを添付すること。
注２：作業従事者の追加があった場合には、速やかにその旨を本様式により甲に届け出ること。この場合、「作業従事者名簿（追加）」と記入すること。
注３：（※）部分には、特約条項第３条に規定する受領検査官若しくは使用責任者又は作業確認者の所属、官職及び氏名を宛先として記入すること。
別紙様式第５－３１別紙
作業従事者管理日報
　　　（会社名：　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
	氏　　　名
	作　　　業　　　内　　　容

	
	予　　　　定
	実　　　　績

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　注１：作業内容については、予定欄は契約相手方が、実績欄は作業確認者が記入する。
　　注２：本届出書の提出時において、日々の作業内容の決定が困難な場合には、予定欄は作業開始前までに記入するものとする。
上記のとおり確認した。
　　年　　月　　日　　　　　　　　　所　　属
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　官　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）

別紙様式第５－３３
適　　用

第三者監査監督　一部変更　届出書

取 消 し

年　　月　　日
　陸上自衛隊補給本部
　調達会計部長　　　　　　殿
住　所

会社名

代表者　　　　　　　　　　　　　　　
担当者
連絡先（電話番号）

　品質証拠監督方式を適用する契約物品の監督について、下記のとおり監督・検査実施要領に定める監督の適用（一部変更も含む。）又は取消しを希望するので、お届けします。

記

１　第三者監査監督の（適用・一部変更・取消し）希望工場等の名称及び住所

２　第三者監査監督の（適用・一部変更・取消し）希望時期

３　適用規格

４　認証登録除外区域等の有無

５　認証機関の名称及び住所

６　次の特約条項の有無

(1) 特別防衛秘密の保護に関する特約条項　　　　有・無

(2) 防衛秘密の保護に関する特約条項　　　　　　有・無

(3) 秘密の保全に関する特約条項　　　　　　　　有・無

(4) 日米了解事項覚書に関する特約条項　　　　　有・無

  (5) 武器等の技術資料等の管理に関する特約条項　有・無
別紙様式第６－１

	調達要求番号
	
	契約番号
	


変更契約書
　　　　　年　　月　　日契約を締結した契約番号第　　　号の契約内容の一部を次のとおり変更する。

　　　契約金額　￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち消費税額\　　　　　　　　　　　　　　）

	変

更

内

容
	


　                     　　　　年　　月　　日

　　　　　　                              　 分任支出負担行為担当官
　　　                              甲　　　陸上自衛隊補給本部
　　　　　　　　                          　　 調達会計部長　　       　　 　　  印　
　　　　　　                                住所
　　　                              乙　 　会社名
　　　　　                                 代表者　             　 　       印


別紙様式第６－２
第　　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　殿
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調達会計部長　　　
　
契約に関する変更通知書
　
標記について、　　　　年　　月　　日に契約を締結した
　 　調達要求番号　
品　　　　名　
数　　　　量　
金　　　　額
契約番号
の契約について、貴社との協議結果に基づき、下記のとおり　　　　　　　　　を変更したので通知する。
　　　　　　　　　　　　　
記
　変更内容
　　１　旧又は誤
　　２　新又は正

別紙様式第６－３
部 品 番 号 等 変 更 申 請 書
　　　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　　殿　
申請者　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　担当者　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）　　　　　　

	調達要求番号
	
	契約金額
	

	品　　名
	
	契約番号
	
	契約年月日
	


上記契約について、下記のとおり変更を行いたいので申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
記
	アイテム№
	変更区分
	旧
	新
	変更（訂正）の根拠
	契約内容の実質的変更の有無

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


上記の申請を承認する。
承認番号第　　　       号
承認年月日　　　　　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長      
注：申請者は、民間出版物に基づき変更の申請をする場合には　　　　部に、当該部品が承認された事実と相違することが判明したときは遅滞なく責任をもって使用可能品と交換又は損害を負担する旨を記載しなければならない。
別紙様式第７－１－１
	納　期　猶　予　申　請　書

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
分任支出負担行為担当官　　　　　　　　　　　　　　        
  陸上自衛隊補給本部
  調達会計部長                 殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

会 社 名

代表者名
担当者名
連絡先（電話番号）

  下記契約の納期猶予を申請いたします。

	契約年月日
	契約番号
	項目ＮＯ
	品　名
	単位
	数量
	単価
	金　　額

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	契約納期
	
	申請納期
	

	申請理由
	

	調達会計部長
	契約課長
	契約班長
	契約係長
	係
	要求元との調整

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	意　　　　　見

	  上記申請を承認する。                　　　　　　　　 　承認番号              号
  ただし、有償（無償）とする。 　　               　 　  　　　　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
                             殿
調達会計部長

	
	


別紙様式第７－１－２
	延　納　（遅　滞） 金 徴 収 判 定 書

 承認番号　　　　号（　　.　　.　　）について、次のとおり判定する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分任支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　陸上自衛隊補給本部

調達会計部長

	　契約番号：
	品　　名
	

	  金額￥
	判定理由
	

	延

納

料
	　該当確定金額￥

	
	納入年月日
	有償猶予期間
	日数
	該当金額
	延納料率
	１日当り延納料
	延納料金

	
	
	自
至
	
	
	
	
	

	
	
	自
至
	
	
	
	
	

	
	
	自
至
	
	
	
	
	

	
	
	自
至
	
	
	
	
	

	
	
	自
至
	
	
	
	
	

	遅

滞

料
	該当確定金額￥

	
	納入年月日
	遅　滞　期　間
	日数
	該当金額
	遅滞料率
	１日当り遅滞料
	遅滞料金

	
	
	自
至
	
	
	
	
	

	
	
	自
至
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	


別紙様式第７－２
値　引　納　入　申　請　書
                                                  　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
 陸上自衛隊補給本部
 調達会計部長           殿
住所
会社名
代表者名

　　　　　
　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）

  下記契約の値引き納入を申請いたします。
	契 約 年 月 日
	

	契約番号
	

	品名
	

	申請理由
	


別紙様式第７－３
値　引　受　領　通　知　書
　　年　　月　　日
           　　　     殿
                                                         分任支出負担行為担当官
	                                                         陸上自衛隊補給本部
                                                         調達会計部長
	

	
	 

	


    下記のとおり値引受領を決定したので通知する。
記
１　値引金額（うち消費税）              ￥　　　　　　　　　　　　－
２　調達要求番号
３  契約番号
４  契約年月日
５　品　名
６　値引受領する理由
　　上記決定に異議ある場合は、　　年　　月　　日までに異議申立書を提出されたい。
なお、期限までに申立てがない場合には承諾したものとして処置いたします。


　別紙様式第７－３－２
検　印　又　は　検　査　証　票
検　　　印
	

	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　　　　　　　　　　　　注：１　ゴム印又は金属製刻印とする。
２　大きさは、適宜とする。
検　査　証　票
	補給本部検査証票


	
	検
印
	
	

	


注：　大きさは、適宜とする。


別紙様式第７－３－３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　　契約の相手方
　　　　　　　　　　　　殿
　　分任物品管理官
　　（受領検査官経由）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受領検査官　所属官職氏名　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）

不 合 格 品 値 引 受 領 確 認 証
　　検査等指令第　　　　号に基づく、　　　年　　　月　　　日の検査において、不合格（一部不
合格）と判定したところ、　　年　　月　　日の契約担当官（分任支出負担行為担当官）の承認に
より、下記のとおりそのままの品質で受領することを決定する。
記
　１　調達要求番号
　２　契約番号
　３　契約件名
　４　検査品名
　５　検査の内容　　　受領検査（品質・数量・包装・表示）
　　　　　　　　　　　抜取検査　　　全数検査
　６　数量
　７　検査不合格（一部不合格）理由
　８　承認された条件等

別紙様式第７－４
官 給 物 品 等 事 故 届
　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　　殿
住　　所
会社名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　
担当者名
連絡先（電話番号）

　
	調達要求番号
	
	納　　期
	　　　年　月　日

	品　　　　名
	
	担当契約課
	

	数　　　　量
	
	契約
	番　号
	

	金　　　　額
	
	
	年月日
	　　　年　月　日


	項目
番号
	物品整理番号（部品番号）及び品名
	単位
	数量
	交付年月日
	備　考

	
	
	
	
	
	


　上記官給物品について、別紙のとおり事故等が発生したのでお届けします。
添付資料：別　紙

別紙様式第７－４（別紙）
１　損害の範囲及び程度
２　事故の原因及び帰責に関する意見
（1） 発生状況
（2） 原　　因
（3） 帰責に関する意見
３　補修等の可能性の有無及び補修等期間
４　当該契約の履行に及ぼす影響
５　その他
注：事故の原因が火災又は盗難の場合には、その事実及び理由を証する関係の官公署が発行する証明書を添付すること。

別紙様式第７－５
契 約 物 品 事 故 届
　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　　殿
住　　所
会社名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　
担当者名
連絡先（電話番号）
　
	調達要求番号
	
	納　　期
	　　　年　月　日

	品　　　　名
	
	担当契約課
	

	数　　　　量
	
	契約
	番　号
	

	単　　　　価
	
	
	年月日
	　　　年　月　日

	金　　　　額
	
	契約保証金
	


　上記契約物品について、別紙のとおり事故が発生したのでお届けします。
添付資料：別　紙

別紙様式第７－５（別紙）
１　事故の範囲、程度及びその損害
２　事故の原因及び帰責に関する意見
（１）発生状況
（２）原　　因
（３）帰責に関する意見（損害の負担区分を含む。）
３　事故の当該契約の履行に及ぼす影響
４　その他
注：事故の原因が火災又は盗難の場合には、その事実及び理由を証する関係の官公署が発行する証明書を添付すること。
別紙様式第７－６
年　　月　　日
                      殿
                                             　

分任支出負担行為担当官

陸上自衛隊補給本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調達会計部長　　　　　　　　　　　
　　
契約不適合修補請求書
　下記の契約内容について契約不適合が認められるので、当該契約内容の修復を請求する。
記

１　契約番号
２　契約年月日
３　契約件名
４　契約不適合の内容
５　契約不適合修補完了年月日
６　契約不適合修補等承諾書又は異議申立書提出期限

別紙様式第７－７
                                                    　　年　　月　　日
 分任支出負担行為担当官
 陸上自衛隊補給本部
 調達会計部長           　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　契約の相手方

住　所

社　名
　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　
担当者名
連絡先（電話番号）

契　約　不　適　合　修　補　等　承　諾　書
　　標記について、下記のとおり承諾致します。
記
	契約不適合修補請求書番号
	         　　補本分支第         号

	修補等対象品目
	

	物品整理番号
	

	数 　　　　　　量
	

	修補等完了年月日
	

	修補等の方法
	          返送修補         出張修補
          良品追送         良品交換

	備　　　　　　 考
	


    上記については、契約書（又は請書）及び契約不適合修補請求書により履行致します。

別紙様式第７－８　
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　　分任支出負担行為担当官
　　陸上自衛隊補給本部

　　調達会計部長　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　契約の相手方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）

契 約 不 適 合 修 補 確 認 申 請 書
　　以下のとおり契約不適合修補の確認を申請します。


	調達要求番号
	
	契約番号
	

	契約年月日
	
	実施希望年月日
	

	契約件名
	

	確認内容
	

	　確認を受ける場所・名称・交通機関・電話番号等（細部略図等を添付）


	要求担当部長
	所掌課長
	班　長
	係　長
	係
	契　約　担　当　官　等

	
	
	
	
	
	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　検　査　官　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　契　約　担　当　官　等　　　
修 補（品 質・受 領）確 認 指 令 書
　　上記の申請について、修補（品質・受領）の確認を指示する。


	指　　示　　番　　号
	指　　示　　年　　月　　日

	
	

	備　考
	


　注：１　申請者は、希望日の２１日前までに３部提出（必着）すること。
　　　２　提出後は、電話等で細部調整を行うこと。
　　　３　該当しない箇所は、斜線を引く。

別紙様式第７－９
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

　　 分任支出負担行為担当官
     陸上自衛隊補給本部
    調達会計部長　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　契約の相手方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社　　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）

修 補 完 了 届

　補本　　第　　号（　年　月　日）による契約不適合について、下記のとおり修補いたしました。

記

　１　契約年度及び契約番号

　２　契約件名

　３　修補内容（品名・数量等）

　４　修補場所

　５　修補年月日

　６　備考


	品

質

の

確

認
	修 補 完 了 確 認 書
　上記の修補について、以下のとおり確認した。

　１　確認年月日

　２　場所

　３　意見

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　完成検査官　　所属　　官職　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）

	受領の確認
	　上記の調達品等について、異状なく受領した。

　受領年月日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受領検査官　　所属　　官職　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）


別紙様式第７－１０
	契　約　解　除　申　請　書

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
分任支出負担行為担当官　　　　　　　　　　　　　　        
  陸上自衛隊補給本部
  調達会計部長                 殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

会 社 名

代表者名
担当者名
連絡先（電話番号）
  下記契約の契約解除を申請いたします。

	契約年月日
	契約番号
	項目ＮＯ
	品　名
	単位
	数量
	単価
	金　　額

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	契約納期
	
	
	

	申請理由
	

	調達会計部長
	契約課長
	契約班長
	契約係長
	係
	要求元との調整

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	意　　　　　見

	  上記申請を承認する。                　　　　　　　　 　承認番号              号
  ただし、有償（無償）とする。 　　               　 　  　　　　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
                             殿
調達会計部長


	遅 滞 料 （ 違 約 金 ） 徴 収 判 定 書

 承認番号　　　　号（　　.　　.　　）について、次のとおり判定する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分任支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　陸上自衛隊補給本部

調達会計部長

	　契約番号：
	品　　名
	

	  金額￥
	判定理由
	

	 遅
 滞
 料
	　該当確定金額￥

	
	納入年月日
	有償延期期間
	日数
	該当金額
	遅滞料率
	１日当り遅滞料
	遅滞料金

	
	
	自
至
	
	
	
	
	

	
	
	自
至
	
	
	
	
	

	
	
	自
至
	
	
	
	
	

	
	
	自
至
	
	
	
	
	

	
	
	自
至
	
	
	
	
	

	
	
	自
至
	
	
	
	
	

	
	
	自
至
	
	
	
	
	

	
	
	自
至
	
	
	
	
	

	違
約
金
	該 　   当 　   金 　   額
	違約金率
	違　　約　　金

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	



前　金　払　申　請　書
　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　　　　　　殿

住　　所
会 社 名
代表者名                         
担当者名
連絡先（電話番号）

  　　　　年　　日に締結した　　　　　契約に係わる、前金払に関する特約条項第　条により、

下記のとおり申請いたします。

記
	
	契     　約  　　　内　　　　容
	

	
	契約番号
	
	納　　　期
	
	

	
	契約件名
	
	納　　　地
	
	

	
	契約金額
	
	前　金　払
	割合
	
	

	
	契約数量
	
	
	金額
	
	

	
	担　　　　　保
	預　託　銀　行
	

	
	担保物件名
	
	銀　行　名
	
	

	
	保証銀行名
	
	住　　　所
	
	

	
	住　　　所
	
	代　表　者
	
	

	
	代　表　者
	
	別口口座
番　　　号
	
	

	
	保　証　額
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	保証期間
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	内 払 金 使 途 内 訳
	事　　　　　由
	

	
	          費
	
	 上記契約履行のため左記支出金に充当する。
	

	
	          費
	
	
	

	
	          費
	
	
	

	
	計
	
	
	


   注：担保欄は担保物件により必要事項を記入する。


前金払担保提供免除申請書
　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　　　　　　殿
                                        住　　所
                          　　　　　　　会 社 名
                          　　　　　　　代表者名                          
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）

  　　　　年　　月　　日に締結した　　　契約に係わる、前金払に関する特約条項第　条により、下記のとおり申請いたします。
記
１　契約番号　：
２　契約件名  ：
３　契約金額  ：
４　免除の条件  ：
	資　　本　　金
	   ￥

	過去５か年
の契約実績
	　　　　年度
	

	
	　　　　年度
	

	
	　　　　年度
	

	
	　　　　年度
	

	
	　　　　年度
	

	直前決算におけ
る繰越欠損金
	

	直前２か年の
株式配当
	　　　　年度
	株式配当性向
	

	
	
	株式資本配当率
	

	
	　　　　年度
	株式配当性向
	

	
	
	株式資本配当率
	


添付書類：免除の条件が証明できる営業報告書等及び契約一覧表
         ※　同一年度に提出実績があれば添付書類は省略できる。

前　金　払　使　途　明　細　書
　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　　　　　　殿

                                        住　　所
                          　　　　　　　会 社 名
                          　　　　　　　代表者名                         
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）

  　　年　　月　　日に締結した　　　契約に係わる、前金払に関する特約条項第　条による前金払の使途明細は、下記のとおりです。
記
１　契約番号　：
２　契約件名　：
３　契約金額　：
４　前金払金額　：
５　使　　　途　：
	使　途　明　細　内　訳
	

	使　用　目　的
	支　　払　　先
	支　払　金　額
	

	
	
	
	

	
	
	
	


別紙様式第８－２
　
　　　　（契　約　件　名）　　　

に伴う債務の弁済に関する連帯保証状
分任支出負担行為担当官陸上自衛隊補給本部調達会計部長（以下「甲」という。）と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）との間において締結した下記１号に掲げる　　　　契約に基づき、乙が甲から　　　　金額金　　　　　　　円の支払を受けた場合において、将来当該　　　　契約の不履行その他の事由により乙が　　　　金額を甲に返納すべき債務が生じたときは、保証人はその債務の発生した理由の如何を問わず乙と連帯して一切無条件でその債務を弁済することを確約します。
記
１　調達要求番号　　　　　　　　　　　　　　　　　契約番号　　　　　による契約　　
	契　約　の　主　た　る　内　容

	製造工場名
	

	契約代価
	

	納入品名
	

	納入数量
	

	納入先部隊等名
	

	契約年月日
	

	納　　　期
	


２　保証の限度　　　　　　金額金　　　　　　　円　ただし、この前払金に利息の加算金を加えて返納すべき場合は、これらの額を加算した金額
３　保証期間　　頭書　　　　金額を支払った日から、当該前払金の精算が完了した日までの期間
４　弁済期間　　甲が保証人に対し返納告知書又は納入告知書を以ってこの連帯保証債務の履行を請求した日（請求を発した日をいう。）から１５日以内において当該告知書に指定する期限
５　弁済場所　　甲が前号の告知書に指定する日本銀行の本店、支店若しくは代理店又は収入官吏
６　そ　の　他　　この連帯保証状を甲に提出した日以後において、この保証にかかる第１号の　　　　契約が変更せられた場合においても保証人はこれを以って甲に対し保証債務の履行に関し一切異議を申し立てることはできないものとする。
　　年　　月　　日
主たる債務者（乙）
　　　　　　　　　　　　                  連  帯  保  証  人
担　 当　 者　名
　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）

分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　　殿


前　金　払　担　保　提　出　書
　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　　　　　　殿
                                        住　　所
                          　　　　　　　会 社 名
                          　　　　　　　代表者名                         
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）

  下記前金払担保を提出します。
記
	第　　　　　号
	

	担保の種類
	

	前払金額
	

	預金証書の種類
及び金額
	

	提出事由
	

	契約番号
	

	品          名
	

	契約年月日
	

	契約金額
	

	納          期
	

	保証（預金）銀行名
並びに所在地
	

	保証金額
	　￥
  （預金証書等の場合は、預金証書金額）




前　金　払　担　保　受　領　書
第　　　　　号
担保の種類
金額       ￥
保管事由       　　　　年　　月　　日　契約番号　第　　　　号
                     品名　　　　　　　の前金払による。
保証（預金）銀行
並びに所在地
主たる債務者（預
金者）住所氏名
保証年月日       　　　　年　　月　　日
   上記前金払担保を受領しました。
     　　　　年　　月　　日
                               殿

   上記担保の払戻を請求します。
     　　　　年　　月　　日
                                   　　住　所
　　氏　名
                               殿

   上記担保受領しました。
     　　　　年　　月　　日
                                       住　所
                                       氏　名
                               殿　　　　　　　担当者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）

別紙様式第８－５
質権設定承諾依頼書
　　　　年　　月　　日
· ○　銀　行　　殿
会社名　
代表者名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）

　分任支出負担行為担当官陸上自衛隊補給本部調達会計部長○○○○より□□□□会社△△△△（役職氏名）が◇◇◇◇（契約物品名）の受注に関し、これが契約時前払金受領の担保として、分任支出負担行為担当官陸上自衛隊補給本部調達会計部長○○○○のために下記の貴行御発行の▽▽▽▽定期預金￥　　　　　の元本のうえに質権を設定致しますから御承諾下さいますよう御依頼申し上げます。
記
	証書番号
	金　　額
	発行日
	支払期日
	名義人

	
	
	
	
	


上記の▽▽▽▽定期預金の元本に対する質権設定を承諾しました。

　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

別紙様式第９－１
年　　月　　日
コンプライアンス要求事項確認書
　分任支出負担行為担当官
　陸上自衛隊補給本部
　調達会計部長　　　　　　殿



　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会 社 名




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名


　　　　
　入札及び契約心得において規定されているコンプライアンス要求事項について、当社の社内規則類の現状は次のとおりです。コンプライアンス要求事項を満たさない項目については、この確認書の提出から３か月以内に、社内規則類を改正する又は新たな社内規則類を制定する措置をとることとします。
	項目
	コンプライアンス要求事項
	はい／いいえ
（該当するものに○）
	社内規則類において該当する箇所

	ア

	防衛省との契約に関し、一度計上した工数や直接費（原価のうち、製品の生産に関して発生することが直接に確認され、それに伴い直接に計算することが適当と認められる費用をいう。）を修正する場合には、変更の内容及び理由を明らかにした書面により上位者の承認を受ける等の適切な手続きをとることとしているか。
	はい／いいえ
	

	イ

	アの書面が少なくとも契約の履行完了後５年間以上保存され、防衛省による制度調査や原価監査に際して確認できる体制としているか。
	はい／いいえ
	

	ウ

	不正行為等を察知した場合の防衛省への公益通報を含む通報窓口及び通報手続を防衛関連事業に従事する全職員に適切に周知することとしているか。
	はい／いいえ
	

	エ

	防衛関連事業に従事する全職員を対象とした原価計上等に関するコンプライアンス教育を実施することとしているか。
	はい／いいえ
	

	オ

	本社の内部統制部門により、防衛関連部門に対し、適切な周期で定期的に内部監査を実施することとしているか。
	はい／いいえ
	


添付書類：法令遵守に関する社内規則類（実際の文書名で記載）
　上記の件を確認しました。
コンプライアンス担当者名：　　　　　　　連絡先（電話番号）：


別紙様式第９－２

原価改善提案書

原価改善申告書

１ 提案又は申告案件

【記入例】 ○○の○○工程の改善

２ 提案又は申告番号

【記入例】 ○○－○○号

３ 提案又は申告年月日

４ 提案又は申告事業者名等

【記入例】　 ア 住所

イ 会社名

ウ 代表者名

５ 担当者の所属・氏名・番号

６ 形態管理との関連

※１ 有り、無しの区分について記載すること

※２ 有りの場合については理由も示すこと

７ 受理欄（受理者記入）

※１ 受理、訂正受理、不受理の区分について記載すること。

※２ 受理、訂正受の場合は受理年月日を記載すること。

※３ 不受理の場合は、理由と不受理決定日を記載すること。

【記入例】訂正受理（受理年月日：○○.○○.○○）

【記入例】原価改善提案方式（コスト削減額確約型）

８ 運用する装備品等の名称、型式、製造番号、納入年度等

９ 提案の内容


１０ 提案の対象となる契約

※ 調達要求番号、契約品名、契約金額、契約方式・契約方法、数量・納期等について
記載

１１ 提案に添付する資料

【記入例】○○を示す資料

１２ 提案によって影響を受ける事項

※ 安全性、信頼性、整備性、操作性、互換性、耐久性、性能、電子計算機プログラム、

関連機器等、質量、重心、容積、試験、補用品、官給品等について記載

１３ 変更される部品等

※１ 有り、無しの区分について記載すること

※２ 有りの場合については該当部品を示すこと

１４ 変更に必要とする器材等

※１ 有り、無しの区分について記載すること

※２ 有りの場合については該当器材等を示すこと

１５ 変更を要する技術資料

※１ 有り、無しの区分について記載すること

※２ 有りの場合については該当技術資料を示すこと

１６ 確認試験の要否及び内容

※１ 必要、不要の区分について記載すること

※２ 必要の場合については該当部品を示すこと

１７ コスト削減額の見積

※ 部品等の価格変動、技術変更に要する経費、試験に要する経費、削減される経費


１８ 既納品への処置

※１ 必要性あり、必要性なしの区分について記載すること

※２ 必要性ありの場合については該当品を示すこと

１９ 契約納期への影響

※ 有り、無しの区分について記載すること

２０ その他事項

注 不要な文字は削除して使用する。

別紙様式第９－３
インセンティブ契約制度に関する確認書

甲及び乙は、乙の　原価改善提案　に関し、インセンティブ契約制度に関する特約条項（以下
　　　　　　　　 原価改善申告

「特約条項」という。）第７条第１項に基づき、次のとおり確認する。なお、この確認書と特約
条項に相違が生じた場合には、特約条項の規定が優先されるものとする。

１  申請契約に関する事項

	番号
	調達要求番号
	契約件名
	契約金額

（税込）
	契約締結日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


２  インセンティブ契約制度の適用方式

【記入例】 原価改善提案方式（コスト削減額確約型）

３  インセンティブ契約制度に関する事項

(1) インセンティブ契約制度の適用を受ける契約の範囲

【記入例】 ○○式○○○の製造

　　　　　　　　 ○○式○○○の修理役務

(2) インセンティブ契約制度の適用期間

【記入例】 平成○年○月○日 ～ 平成○年○月○日（５年間）

(3) 原価改善提案の方法

【記入例】 ○○工程における溶接方法の変更（細部は別添資料のとおり）

(4) 原価改善によるコスト削減額

【記入例】 １機あたり○○円（税抜）


(5) 適用期間の各年度でのインセンティブ料

	
	原価改善提案の採用決定日から契約締結日までの経過年数

	
	１年

以内
	１年超

２年以内
	２年超

３年以内
	３年超

４年以内
	４年超

５年以内

	インセンティブ料
	円
	円
	円
	円
	円


(6) インセンティブ契約制度の適用を受ける契約の取扱いに関する事項

【記入例】 申請契約が特約条項第１０条第２項第１号に該当することが確認されたことから、甲が行う公示により新規参入者が確認されない限り、インセンティブ契約制度の適用を受ける契約を締結する場合には、乙との随意契約により契約することを基本とする。

(7) その他の必要な事項

　　年　 月　 日

第　 　　 号

甲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

乙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

注 不要な文字は削除して使用する。

別紙様式第９－４
インセンティブ制度の適用を受ける契約に関する特約条項

（原価改善提案書等に係る確認書によるコスト削減額を保証する契約に適用する特約条項）

（コスト削減額及びインセンティブ料率の保証）

第１条 乙は、採用及び認定日以降のインセンティブ契約制度が適用される期間中において、甲がこの契約と同種の装備品等又は役務を調達するときは、この契約の締結に先立って甲に提出した確認書に規定するインセンティブ料を計算価格算定の基礎とした契約金額で、当該調達に係る契約を履行することを約定する。

（契約金額に含まれるインセンティブ料等）

第２条 この契約は、インセンティブ契約制度に関する特約条項に基づき、同契約制度の適用を受ける契約として取り扱う。

２  この契約に関し、インセンティブ契約制度に基づく削減額、契約金額に含まれるインセンティブ料及びインセンティブ契約制度の適用方式は、次の表のとおりとする。

	コスト削減額
	

	インセンティブ料
	

	適用方式
	


３  前項において、この契約のインセンティブ料が確定していない場合、甲及び乙は、インセンティブ料の確定後、当該確定に伴う金額と契約金額との差額相当額を減額し、又は国庫に返納するための措置をとる。

（インセンティブ契約制度についての細部事項）

第３条 この契約が適用を受けるインセンティブ契約制度に関し、前条に規定のほか細部事項は、インセンティブ契約制度に関する特約条項の規定による。

【インセンティブ料及び適用方式の記載例】

(1)  この特約条項を適用する時点でインセンティブ料が確定している場合（(3)の場合を除く。）

	コスト削減額
	１機あたり ○○○円

	インセンティブ料
	１機あたり ○○○円

	適用方式
	原価改善提案方式（コスト削減額確約型）



  (2)  この特約条項を適用する時点でインセンティブ料が確定していない場合（(3)の場合を除

く。）

	コスト削減額

及び

インセンティブ料
	インセンティブ契約制度に関する確認書（第○

号。○.○.○）第３項により甲が実施する原価

監査によって確定する。

	適用方式
	原価改善提案方式（コスト削減額事後確定型）


(3)  確認書の交換日以前に一般確定契約である申請契約についてこの特約条項を適用する場　

　 合

	コスト削減額
	１機あたり ○○○円

	インセンティブ料
	インセンティブ契約制度に関する特約条項第

６条第４項の規定により、契約金額に含まれる

インセンティブ料なし。

	適用方式
	原価改善提案方式（コスト削減額確約型）


※ 不要な文字は抹消して使用する。
別紙様式第９－５
発簡年月日

分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部
調達会計部長　　　　　  殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）
インセンティブ契約制度の適用を受ける契約への入札参加申請書

	公示番号
	

	番号
	

	契約の件名
	

	制度の適用終了年度
	

	制度適用終了年度

契約金額（単価）
	


　上記契約物品については、当社が新規参入するのに必要となる要件を満たし、同契約への新規参入を希望しているため、入札に参加したく申請します。

添付書類：
別紙様式第９－６
価格削減確認書


甲及び乙は、乙の　原価改善提案　に関し、インセンティブ契約制度に関する特約条項（以

原価改善申告

下「特約条項」という。）第７条第１項に示される確認書と同等の内容の事項を、次のとおり確認する。

１ 契約に関する事項

	番号
	調達要求番号
	契約件名
	契約金額

（税込）
	契約締結日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


２ インセンティブ契約制度に関する事項

(1) インセンティブ契約制度の適用期間

【記入例】 　　○年○月○日 ～ 　　○年○月○日（５年間）

(2) 価格削減額

【記入例】 １機あたり○○円（税抜）

(3)  適用期間の各年度での価格削減インセンティブ料

	
	当初の原価改善提案の採用決定日から

契約締結日までの経過年数

	
	１年

以内
	１年超

２年以内
	２年超

３年以内
	３年超

４年以内
	４年超

５年以内

	価格削減

インセンティブ料
	円
	円
	円
	円
	円


 (4)  インセンティブ契約制度の適用を受ける契約の取扱いに関する事項

【記入例】 契約が特約条項第１０条第２項第１号に該当することが確認されたことから、甲が行う公示により新規参入者が確認されない限り、インセンティブ契約制度の適用を受ける契約を締結する場合には、乙との随意契約により契約することを基本とする。

(5)  その他の必要な事項


　　年　　月　　日

第　　　　  号

甲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

乙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注 不要な文字は削除して使用する。
別紙様式第９－７
インセンティブ制度の適用を受ける契約に関する特約条項

（価格削減確認書による価格削減額を保証する契約に適用する特約条項）

（価格削減額及び価格削減インセンティブ料率の保証）

第１条　乙は、価格削減確認書が適用される期間中において、甲がこの契約と同種の装備品等又は役務を調達するときは、この契約の締結に先立って甲に提出した価格削減確認書に規定する価格削減額を計算価格算定の基礎とした契約金額で、当該調達に係る契約を履行することを約定する。

（契約金額に含まれる価格削減インセンティブ料等）

第２条　この契約は、インセンティブ契約制度に関する特約条項に基づき、同契約制度の適用を受ける契約として取り扱う。

２ この契約に関し、インセンティブ契約制度に基づく価格削減額及び契約金額に含まれる価格削減インセンティブ料は、次の表のとおりとする。

	価格削減額
	

	価格削減インセンティブ料
	


（インセンティブ契約制度についての細部事項）

第３条　この契約が適用を受けるインセンティブ契約制度に関し、前条に規定のほか細部事項は、インセンティブ契約制度に関する特約条項の規定による。

【インセンティブ料及び適用方式の記載例】

	価格削減額
	１機あたり　○○○円

	価格削減インセンティブ料
	１機あたり　○○○円


※ 不要な文字は抹消して使用する。
別紙様式第１１
契約書等添付資料省略協議書
	契約番号
	○○ＴＪ○○○○
	契約年月日
	○年　○月　○日

	契約件名
	○○○○

	適用標準契約書
	補本分支第○○○号（○.○○.○○）


	番　号
	契約条項等
	甲確認欄
	乙確認欄

	１
	○○基本条項
	○
	○

	２
	○○特約条項
	○
	○

	３
	○○特約条項（第８号）
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


上記条項等について、記載内容を確認いたしました。
年　　　月　　　日

                    　　　　　　　　　　　分任支出負担行為担当官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   甲　陸上自衛隊補給本部　　          
調達会計部長　　○○　○○　
住　所　　　　　　　　　　　　　　　
乙　会社名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 担当者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 連絡先
別紙様式第１２
年度分契約書等添付資料省略協議書
	適用標準契約書
	補本分支第○○○号（○.○○.○○）

	省略期間
	年　　月　　日　　　～　　　　　年　　月　　日


	番　号
	契約条項等
	甲確認欄
	乙確認欄

	１
	基本条項
	○
	○

	２
	特約条項
	○
	○

	３
	装備品等の調達に係る秘密対策ガイドライン
	〇
	〇

	４
	調達要領指定書
	〇
	〇

	５
	情報セキュリティ指定書
	〇
	〇

	６
	仕様書
	〇
	〇

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


上記条項等について、記載内容を確認いたしました。
年　　　月　　　日
                    　　　　　　　　　　　分任支出負担行為担当官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   甲　陸上自衛隊補給本部　　          

調達会計部長　　○○　○○　　　　　
住　所　　　　　　　　　　　　　　　
乙　会社名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 担当者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 連絡先
別紙様式第２－１





※「更新」申請の方のみ数字１０桁で記入





※適格組合の方のみ記入





※代表者印又は代理人の印を使用





※ゴム印可





５５





５６





５７





希望する資格の種類等　　（○をつける。複数選択可）





５８





※貸借対照表で機械装置・運搬具類以外の設備の額（「構築物」、「建設仮


勘定」等）は下記の③に計上可





※パート・アルバイトは除く





※満年数を記入





※自動計算されます。





５９





６３





別紙様式第２－５





別紙様式第２－６－２





【申請者情報項目】





・１－④、１－⑤の変更等により、本様式に収まらない場合


には、別紙もしくは審査申請書の該当ページに記載することも可。





６５





６０





殿





６１





６２





６４





６６





６７





６８





６９





７０





７１





表記の金額を受領しました





　　　　年　　月　　日























氏名





７２





７３





７４





７５





７６





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公　募　契　約　辞　退　申　請　書





　　年　　　月　　　日





分任支出負担行為担当官





陸上自衛隊補給本部





　調達会計部長　　　　　　　　殿





所在地





会社名





代表者名





　　当社は、補給本部公示第　　　号（　　　　年　　月　　日）の下記の登録番号の品目に関し、





　　　　　記





（      ）





Ｎ　Ｏ





登録番号





Ｎ　Ｏ





登録番号





Ｎ　Ｏ





登録番号





Ｎ　Ｏ





登録番号





  備   考





     





     辞退理由





  下記の理由で辞退致します。





担当者名





連絡先（電話番号）





７７





７８





別紙様式第４－１





収入


印紙





７９





別紙様式第４－２





８０





別紙様式第４－３





収入


印紙





８１





別紙様式第４－４





８２





金





支　払　済





　　　　年　　月　　日





取扱主任官





証書番号

















８３





８４





８５





８６





８７





８８





８９





９０





９１





９２





９３





９４





９５





９６





９７





９８





９９





１００





１０１





１０２





１０３





１０４





１０５





１０６





１０７





１０８





１０９





１１０





１１１





１１２





１１３





１１４





１１５





１１６





転記





年





月





日





．





．





者





契





約





者





．





．





年





月





日





証





書





番





号





取





扱





者





証





書





番





号





取





扱





者





転記





資料種別





物





品





管





理





官





者





者





官職氏名





官職氏名





受領者





証書年月日





相手方番号





処理年月日





物品区分





．





．





契





約





根





拠





証書番号





記録区分





所在地、会社名、代表者名





受領年月日





受





領





書





項目





番号





物





品





番





号





及





び





品





名





規格





非消・





消区分





程





度





単





位





数





量





処





置





コード





摘





要





備





考





担当官





年





月





日





番





号





転記





年





月





日





．





．





受 領 年 月 日





受





領





・





．





．





年





月





証





書





番





号





取





扱





者





証





書





番





号





取





扱





者





転記





資料種別





物





品





管





理





官





引





渡





者





引





渡





官職氏名





官職氏名





受領





証書年月日





相手方番号





処理年月日





物品区分





．





．





契





約





根





拠





証書番号





記録区分





所在地、会社名、代表者名





受領年月日





受





領





書





項目





番号





物





品





番





号





及





び





品





名





規格





非消・





消区分





程





度





単





位





数





量





処





置





コード





摘





要





備





考





担当官





年





月





日





番 





号





ページ中の第





ページ





規格：Ａ列４番





ページ中の第





ページ





規格：Ａ列４番





別紙様式第５－２１





１１７





ページ中の第　　　　ページ　















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































摘　　要





処　置





コード





返納数量


残 数 量





受領数量


使用数量





別紙様式第５－２２





１１８





引


渡


者





約





　





契









































　引渡者





．　　．





転記





























．　　．





物品区分





証書年月日





転記











者





扱





取

















日





月





年





領





受

















．　　．





日





月





年





号





番





書





証











者





扱





取





号





番





書





証





日





月





年





処理年月日





相手方番号





官職氏名





官職氏名





者





　





領





　





受





者





　





渡





　





引





官





理





管





品





物





資料種別





















































者





　





約





　





契





・

















　引渡年月日





所在地、会社名、代表者名





記録区分





証書番号





拠





　





根





単　位





程　度





消区分





非消・





規格





物　品　番　号　及　び　品　名





番号





項目

















書





細





明





用





使





料





材





．





書





品





返





番　　　　　号





























年　　月　　日





担当官

















　備　考











































































































































































































































































































１１９





１２０





１２１





別紙





�





Ａ列４番横





１２２





別紙様式第５－２５





規格：Ａ列４番





１２３





１２４





別紙様式第５－２５－２





標準外（追加）作業費見積書は別添のとおり。


（注）押印を省略する場合には担当者名及び連絡先を記載すること。





年　月　日





別紙様式第５－２６





１２５





１２６





１２７





１２８





１２９
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Sheet1

		標準外（追加）作業（費）見積書

		分任支出負担行為担当官																																																　　年　　月　　日 ネンガツニチ

		陸上自衛隊補給本部調達会計部長　　殿																														会社名 カイシャメイ

		監督官（検査官）経由																														代表者名 ダイヒョウメイ

																																担当者名 タントウシャメイ

																																連絡先（電話番号） レンラクサキデンワバンゴウ

		相手方
コード アイテガタ				調達要求
番号 チョウタツヨウキュウバンゴウ						契約番号
（ﾛｯﾄ番号） ケイヤクバンゴウバンゴウ				契約
納期 ケイヤクノウキ		証書
年月日 ショウショネンガッピ		証書
番号 ショウショバンゴウ				整理
区分 セイリクブン				主品目番号
又は物品番号 シュヒンモクバンゴウマタブッピンバンゴウ				品名 ヒンメイ				整備数 セイビスウ		実施年度 ジッシネンド

		標準外（追加）作業所要明細																																										標準外（追加）作業費見積書 ヒョウジュンソトツイカサギョウヒミツモリショ

		一連番号 イチレンバンゴウ		部位 ブイ		区分 クブン		付図 ツズ		保管コード
又は部品
識別コード ホカンマタブヒンシキベツ				物品番号
又は
部品番号 マタブヒンバンゴウ				品名 ヒンメイ		定数 テイスウ		所要数処置						処置 ショチ										修理 シュウリ				摘要 テキヨウ		修理工数 シュウリコウスウ		経費 ケイヒ

																						交換 コウカン		欠品 ケッピン		計 ケイ		官給（所要数処置） カンキュウショヨウスウショチ						自給
数量 ジキュウスウリョウ		その他
数　量 タカズリョウ		数量 スウリョウ		作業
内容 サギョウナイヨウ						外注費 ガイチュウヒ				部品費 ブヒンヒ						備考 ビコウ

																												数量 スウリョウ		単価 タンカ		金額 キンガク														単価 タンカ		金額 キンガク		単価 タンカ		金額 キンガク		取扱区分 トリアツカイクブン

		　上記のとおり確認する。																														検査官（監督官）

																																官職　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

																																連絡先（電話番号） レンラクサキデンワバンゴウ

		　上記のとおり官給数量について承認する。

		　　　　　     　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　官給品引渡場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　整備管理担当部長

		　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　官給品引渡期限　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　官職　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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Sheet1

																																																						別紙第１ ベッシダイ

		標準外（追加）作業（費）見積書

		分任支出負担行為担当官																																																平成　　年　　月　　日 ヘイセイネンガツニチ

		陸上自衛隊補給統制本部調達会計部長　　殿

		監督官（検査官）経由

																																会社名 カイシャメイ

																																代表社名 ダイヒョウシャメイ								印 イン

		相手方
コード アイテガタ				調達要求
番号 チョウタツヨウキュウバンゴウ						契約番号
（ﾛｯﾄ番号） ケイヤクバンゴウバンゴウ				契約
納期 ケイヤクノウキ		証書
年月日 ショウショネンガッピ		証書
番号 ショウショバンゴウ				整理
区分 セイリクブン				主品目番号
又は物品番号 シュヒンモクバンゴウマタブッピンバンゴウ				品名 ヒンメイ				整備数 セイビスウ		実施年度 ジッシネンド

		標準外（追加）作業所要明細																																										標準外（追加）作業費見積書 ヒョウジュンソトツイカサギョウヒミツモリショ

		一連番号 イチレンバンゴウ		部位 ブイ		区分 クブン		付図 ツズ		保管コード
又は部品
識別コード ホカンマタブヒンシキベツ				物品番号
又は
部品番号 マタブヒンバンゴウ				品名 ヒンメイ		定数 テイスウ		所要数処置						処置 ショチ										修理 シュウリ				摘要 テキヨウ		修理工数 シュウリコウスウ		経費 ケイヒ

																						交換 コウカン		欠品 ケッピン		計 ケイ		官給（所要数処置） カンキュウショヨウスウショチ						自給
数量 ジキュウスウリョウ		その他
数　量 タカズリョウ		数量 スウリョウ		作業
内容 サギョウナイヨウ						外注費 ガイチュウヒ				部品費 ブヒンヒ						備考 ビコウ

																												数量 スウリョウ		単価 タンカ		金額 キンガク														単価 タンカ		金額 キンガク		単価 タンカ		金額 キンガク		取扱区分 トリアツカイクブン

		　上記のとおり確認する。

																																検査官（監督官）

																																官職　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

		　上記のとおり官給数量について承認する。

		　　　　　平成　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　官給品引渡場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　整備管理担当部長

		　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　官給品引渡期限　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　官職　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
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		作業記録表（役務完了調書） ヒョウ

		実施年月日		　　年　　月　　日　　　曜日								監督官		検査官

		契約業者名

		実施場所

		技術援助の区分

		派遣員の種類

		作　　　業　　　内　　　容

		作　業　細　部				実施時刻		工数		実施者名		必要事項又は所見 ヒツヨウジコウマタショケン

		注

		１　本表は、派遣員自身が原則として毎日作成すること。

		２    直接工員は必ず工数を記入し監督官の確認を受けるものとする。

		３　今後参考となる事項派遣員の所見等は可能な限り詳細に記入する。

		４　本表の作成は、技術員、直接工員それぞれ別様に作成するものとする。

		５　材料等を使用した場合は、使用日ごとに付表を作成するものとする。

		６　本表の提出部数は４部とする。

		７　検査官は、検査完了後役務等検査調書に本表を添付し契約担当官等へ２部送付する。 ブソウフ






